
足元で重点的に実施・検討している取り組み※1

●住友商事との合弁会社「Sun Trinity合同会
社」を中心とした全国での太陽光PPA事業
●オフサイトコーポレートPPA※2の発電量予測
やインバランス精算の代行サービス

PV関連

●分譲マンション・自治体・法人向けのEV普通
充電サービス「EV-ery Charge」
●EVリース・充電器・CO₂フリー電気のワンス
トップ提供

EV関連

●お客さま保有の自家発電設備や蓄電池等の
リソース活用による、容量市場・需給調整市
場等での収益化

VPP
関連

分散型エネルギー事業

電気事業以外の事業
［新たな事業・サービスの拡大］

事業活動による価値創造

当社グループでは、2050年カーボンニュートラルに向けて、電気エネルギーのさらなる活用を推進しています。これま
での電化の推進はもとより、エネルギー利用の高度化・多様化の観点から、技術革新や社会・お客さまニーズの変化に伴い
拡大していく分散型エネルギーリソースに着目し、新たな事業やサービスの創出に取り組んでいます。

※1 PV（太陽光発電）、EV（電気自動車）、VPP（仮想発電所）
※2 需要地ではないオフサイトに設置された再エネ電源の電力を、一般の電力系統を介
して需要地に供給する方式

サステナビリティを高める事業経営
（ESGの取り組み）

■ 社長を委員長とする「サステナビリティ推進会議」のもとで、事業活動と連動性の高いESG課題を特定し、
社会的責任を果たしながら、持続的な価値創造を推進することにより、企業価値向上を目指していきます。

・P.47　サステナビリティを高める取り組み
・P.48　E ： 環境問題への対応
・P.55   S ： 地域共生活動の推進、従業員活力の維持・向上
・P.61   G ： コーポレートガバナンスの充実・強化

事業展開の方針

需要家側エネルギーリソースが拡大し、取引形態の多
様化が進んでいくものと見込まれることから、当社グルー
プのリソースと提携企業の技術・ノウハウを融合させなが
ら、段階的に事業の高度化を図っており、最終的にはエネ
ルギー関連複合サービスの展開を念頭に、分散型エネル
ギー事業に取り組んでいます。

デマンド・レスポンス（ＤＲ）

報酬型DRは、当社が指定する日時に電気の使用量を
抑制していただくことで、電力需給バランスの改善を図る
とともに、お客さまには抑制量に応じた報酬をお支払いす
る仕組みです。当社とお客さま双方にメリットがあること
から、継続的に取り組みを展開していく予定です。

蓄電池事業

2023年6月に、愛媛県において、蓄電池事業の実施に
向けた事業会社「松山みかんエナジー合同会社」をＣＨＣ
Ｊａｐａｎ㈱と共同で設立しました。
本事業では、当社の松山太陽光発電所に隣接して蓄電

所（定格出力12MW/定格容量35.8MWh）を建設し、調
整力を取り扱う需給調整市場に応札することなどで収益
を得ることとしており、運転開始は2025年度を予定して
います。

STEP1
STEP2

STEP3

蓄電池・EVの
拡大

エネルギー関連
複合サービス
提供

分散型エネルギー事業に係る知見の蓄積等

VPP・デジタル
技術活用

①DR要請

②DR応動

③報酬支払

報酬型DR契約

四国電力
・安定供給
・再エネ拡大
・電力市場からの
新たな収入

お客さま
・社会貢献
・省エネ
・ＤＲ報酬による
新たな収入

　愛媛県および三浦工業㈱と連携協定を締結し、松
山太陽光発電所の構内で四国初の水素サプライチ
ェーンモデル構築プロジェクトに取り組んでいます。
同プロジェクトでは、松山太陽光発電所で発電した
CO₂フリー電気を用いて水素を製造し、三浦工業㈱
の水素ボイラに供給することで、グリーン水素製造や
水素利用に関するノウハウを蓄積していきます。

水素サプライチェーンモデル構築に向けた取り組み
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当社グループは、地球のため、地域のため、未来のため、気候変動対策および環境保全活動に
積極的に取り組み、環境負荷の継続的な低減を図ります。

サステナビリティを高める事業経営

気候変動対策に関するガバナンス・推進体制

持続的な企業価値創造に向けた取り組みの実効性を高めるため、ESGの観点から、社会的なニーズの変化やリスク要因
の把握に努め、事業運営に反映しています。その一環として、2019年9月にTCFD※提言への賛同を表明し、気候変動に関
する情報開示の充実を図ることで、ステークホルダーの皆さまへの説明責任を果たしていきます。

　事業活動を通じて持続的な価値創造を推進していくため、当社グループでは、「よんでんグループ行動憲章」に基づき、透
明性が高く開かれた事業活動の遂行を基本に、ステークホルダーの皆さまとの信頼関係をより強固なものとすることで、広く
社会的責任を果たしていきます。

※ Task Force on Climate-related Financial Disclosures の略。主要国の金融当局で構成される金融安定理事会（FSB)が、G20財務大臣および中央銀行総裁会合からの要請を受け、
　 2015年12月に設立し、2017年6月に気候関連のリスクと機会に関する情報開示のあり方についての提言を公表。

気候変動問題への対応を経営の重要課題と位置づけ、サステナビリティ推進会議や環境マネジメント委員会(委員長：総合
企画室長)、カーボンニュートラル推進委員会(委員長：社長)が中心となり、気候変動対策を推進しています。
各会議体の審議の過程で特に重要と位置づけられたものは、取締役会を含む上位会議体に付議し、各年度の経営計画等に
反映することで、取り組みの改善・充実を図っています。

気候変動対策を考慮した業績連動報酬制度
当社は、取締役等を対象とした「業績連動報酬制度（ ）」を新たに導入しており、低炭素化・脱炭素化を進めて
いくため、気候変動対策への取り組み状況も報酬に加味することとしています。

ガバナンス

環境問題への対応
サステナビリティを高める事業経営

よんでんグループ行動憲章
気候変動問題への取り組み

　当社の社長を委員長、四国電力送配電㈱の社長を副委員長とする「サステナビリティ推進会議」を設置し、ESGに係る取り
組みを経営層全体で統括・推進する体制を構築しています。

ESGの推進体制

サステナビリティを高める取り組み

地域社会

お客さま

従業員

地球環境

株主・投資家

取引先

当社グループ

E
環境

当社

サステナビリティ推進会議
（委員長:当社社長、副委員長:四国電力送配電㈱社長）

グループ
会社

環境マネジメント
委員会

コンプライアンス
推進委員会社会共創委員会※2

よんでんグループ
環境会議※1

※1 当社とグループ各社が一体となって推進
※2 四国電力送配電㈱と共同開催

よんでんグループ
コンプライアンス
推進協議会※1

双
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S
社会

E
環境

よんでんグループ行動憲章
https://www.yonden.co.jp/corporate/csr/policy/index.html

サステナビリティ推進体制
https://www.yonden.co.jp/corporate/csr/management/index.html

WWWWWW

環境マネジメント
委員会

カーボンニュートラル
推進委員会

2050年カーボンニュートラルを目指して推進する需給両面での様々な取り組み
(　　　　　　　   )の方針について、重点的に審議

気候変動対策に係る目標設定や、その達成状況の評価・管理・情報開示の充実に関して、
重点的に審議

P.17ー19参照

P.63参照
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関
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当社
取締役会等の上位会議体

環境委員会

四国電力送配電㈱

経営企画部

内部
監査部門

社内監査（C）

サスティナビリティ推進会議（当社、四国電力送配電㈱にて運営）

審議・調整

カーボンニュートラル推進委員会

審議・調整

各部・支店・
発電所など

点検（C）・見直し（A）

活動実施（D）
詳細計画策定（P）

点検（C）・見直し（A）

全社計画立案（P）［リスク管理を反映］

連係

全社計画周知 活動集約

カーボンニュートラルに
向けた取り組み方針関係

重要課題

審議・調整環境マネジメント
委員会

気候変動対策に係る
指標・目標 / 情報開示関係

特に重要と位置付けられたもの特に重要と位置付けられたもの

情
報
開
示
の
充
実
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当社グループは、地球のため、地域のため、未来のため、気候変動対策および環境保全活動に
積極的に取り組み、環境負荷の継続的な低減を図ります。

サステナビリティを高める事業経営

気候変動対策に関するガバナンス・推進体制

　持続的な企業価値創造に向けた取り組みの実効性を高めるため、ESGの観点から、社会的なニーズの変化やリスク要因
の把握に努め、事業運営に反映しています。その一環として、2019年9月にTCFD※提言への賛同を表明し、気候変動に関
する情報開示の充実を図ることで、ステークホルダーの皆さまへの説明責任を果たしていきます。

事業活動を通じて持続的な価値創造を推進していくため、当社グループでは、「よんでんグループ行動憲章」に基づき、透
明性が高く開かれた事業活動の遂行を基本に、ステークホルダーの皆さまとの信頼関係をより強固なものとすることで、広く
社会的責任を果たしていきます。

※ Task Force on Climate-related Financial Disclosures の略。主要国の金融当局で構成される金融安定理事会（FSB)が、G20財務大臣および中央銀行総裁会合からの要請を受け、
2015年12月に設立し、2017年6月に気候関連のリスクと機会に関する情報開示のあり方についての提言を公表。

　気候変動問題への対応を経営の重要課題と位置づけ、サステナビリティ推進会議や環境マネジメント委員会(委員長：総合
企画室長)、カーボンニュートラル推進委員会(委員長：社長)が中心となり、気候変動対策を推進しています。
　各会議体の審議の過程で特に重要と位置づけられたものは、取締役会を含む上位会議体に付議し、各年度の経営計画等に
反映することで、取り組みの改善・充実を図っています。

気候変動対策を考慮した業績連動報酬制度
　当社は、取締役等を対象とした「業績連動報酬制度（　　　　　　）」を新たに導入しており、低炭素化・脱炭素化を進めて
いくため、気候変動対策への取り組み状況も報酬に加味することとしています。

ガバナンス

環境問題への対応
サステナビリティを高める事業経営

よんでんグループ行動憲章
気候変動問題への取り組み

当社の社長を委員長、四国電力送配電㈱の社長を副委員長とする「サステナビリティ推進会議」を設置し、ESGに係る取り
組みを経営層全体で統括・推進する体制を構築しています。

ESGの推進体制

サステナビリティを高める取り組み

地域社会

お客さま

従業員

地球環境

株主・投資家

取引先

当社グループ

E
環境

当社

サステナビリティ推進会議
（委員長:当社社長、副委員長:四国電力送配電㈱社長）

グループ
会社

環境マネジメント
委員会

コンプライアンス
推進委員会社会共創委員会※2

よんでんグループ
環境会議※1

※1 当社とグループ各社が一体となって推進
※2 四国電力送配電㈱と共同開催

よんでんグループ
コンプライアンス
推進協議会※1
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サステナビリティ推進体制
https://www.yonden.co.jp/corporate/csr/management/index.html
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環境マネジメント
委員会

カーボンニュートラル
推進委員会

2050年カーボンニュートラルを目指して推進する需給両面での様々な取り組み
(　　　　　　　   )の方針について、重点的に審議

気候変動対策に係る目標設定や、その達成状況の評価・管理・情報開示の充実に関して、
重点的に審議
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環境問題への対応
サステナビリティを高める事業経営

1850～1900年を基準とした世界平均気温の変化

各シナリオにおける2030年度の主な影響評価

　気候変動関連のリスク管理の重要性を強く認識しており、毎年、リスクの発生可能性や収支影響（費用増等）などを総合
的に勘案し、経営に重大な影響を及ぼす可能性のある気候変動関連リスクを抽出したうえで、経営層がチェックアンドレ
ビューを行い、次年度の経営計画に反映することで、リスクの発生防止と低減に努めていきます。

リスクと機会
1.5℃シナリオ、4℃シナリオにおいて、気候変動関連のリスクと機会を抽出しました。そして、それらが今後当社事業にどの

ような影響を及ぼすのか、各シナリオにおいて主要なものについて評価・確認したところ、主に「非化石電源の比率拡大／火
力電源の規制強化」や「カーボンプライシングの導入」によるコスト増加の可能性がある一方で、「非化石電源の価値向上」や
「電化の進展／低・脱炭素電力ニーズの拡大」による収支好転も期待できることを確認できました。
さらに、リスクの最小化と機会の最大化を図るための対応策を検討しました。各対応策は、当社グループの中期経営計画に
反映しており、その着実な推進を通じて、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

シナリオの選定
　気温上昇の抑制に向けて、現状を超える追加的な対策
は講じられないシナリオ（4℃シナリオ※1）、現状公表されて
いる政策を完全に達成したうえで、さらなる対策が講じら
れるシナリオ（1.5℃シナリオ※2）を選定し、それぞれのシナ
リオのもとでの電気事業の将来像を想定しました。

リスク管理

　一定の将来シナリオのもと、気候変動関連のリスクや機会が、当社の事業運営にどのような影響を及ぼすのか、継続的に
評価・確認するとともに、その結果を踏まえ、必要な対策を立案し、実行に移していきます。

戦略

電気事業の将来像

項目 1.5℃シナリオ

政策

技術

燃料
価格

市場

エネルギー政策

その他政策

低・脱炭素技術

化石燃料

• 脱炭素に向けた急激な政策変更（再生可能エネル
ギーや原子力、水素エネルギーの開発を推進）

• 化石燃料の使用量が減少し、燃料価格も下落する • 化石燃料の使用量が緩やかに減少し、燃料価格も緩やか
に下落するが、価格が上昇する燃料もみられる

災害 異常気象 • 台風等の災害は発生するが、被害の大きさは現状と
さほど変わらない • 台風等の災害が激甚化し、被害が現状よりも甚大となる

顧客のニーズ • 低・脱炭素電力のニーズが大幅に増加する • 低・脱炭素電力のニーズの増加は一定程度に留まる

• 炭素税や排出量取引制度の導入が急速に進む

• 低・脱炭素発電の技術革新が急速に進展する • 低・脱炭素発電の技術革新が緩やかに進展する

エネルギー需要 • 脱炭素化に向けて、電化が進展することにより、電
力需要は増加する

• 脱炭素に向けた社会の機運が醸成されず、電化が進まな
いことにより、電力需要は減少する

• 炭素税や排出量取引制度の導入が緩やかに進む

4℃シナリオ

• 脱炭素に向けた緩やかな政策変更（現行政策の延長で再
生可能エネルギーを導入しつつ、安定供給・経済性を考
慮し、火力を維持）

各シナリオから抽出した主要なリスク・機会と対応策

リスク 機会

※1 国際エネルギー機関（IEA）が示す既存政策シナリオ（STEPS）、 IPCC第6次報告書
におけるSSP5-8.5等を参照

※2 国際エネルギー機関（IEA）が示すネットゼロシナリオ（NZE）、IPCC第6次報告書に
おけるSSP1-1.9等を参照

出典：IPCC AR6 WG Ⅰ

※ 短/中期：～2030年、長期：～2050年
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影響期間※ リスク・機会の内容 主な対応策

短/中/長

短/中/長

短/中/長

短/中/長

短/中/長

短/中/長

短/中/長

中/長

短/中/長

短/中/長

短/中/長

分類

移
行
リ
ス
ク

物
理
的
リ
ス
ク

機
会

政策・法規制

市場

評判

慢性

急性

エネルギー源

製品/
サービス

レジリエンス

非化石電源の比率拡大/
火力電源の規制強化

販売電力量の減少

カーボンプライシングの
導入

情報開示不足

異常気象の慢性化

自然災害の激甚化

非化石電源の価値向上

新技術の研究開発進展

電化の進展/低・脱炭素
電力ニーズの拡大

供給力・調整力確保の
必要性の高まり

防災・減災ニーズの向上

• 非化石電源の比率拡大や火力電源の規制強化による
費用の増加 • 水素・アンモニア発電等、新技術の研究開発・導入

• 再エネ電源のさらなる導入拡大
• エネルギー政策への提言・関与

• 分散型リソースを活用した事業を通じた収益機会
の検討
• 電源の低・脱炭素化の推進

• ステークホルダーの皆さまへの適切な情報開示

• 電気エネルギーのさらなる活用等を通じた供給力・
調整力の確保
• 発電効率の向上や運用の最適化

• 自治体・関係機関との連携強化など、災害対応体
制の強化 (参考①)

• 原子力発電所の安全・安定運転の継続 (参考②)
• 再エネ電源への投資拡大

• メーカーや他電力等との共同研究開発や実証
試験の実施

• 低・脱炭素電源のさらなる導入拡大や電化の推進
• CO₂フリー料金メニュー等の提供

• 供給設備の最適化による供給力・調整力の確保

• 設備対策の強化や自治体・関係機関との連携強化
など、災害対応力のさらなる充実

• カーボンプライシング導入による費用の増加

• 分散型電源の普及による販売電力量の減少
• 火力電源由来の環境価値が低いプランの受容性が低
下し、販売電力量が減少

• 投資家の投資意欲の低下、評判低下による資金調達コ
ストの上昇や株価の低下、ダイベストメント

• 厳気象等による供給力・調整力不足
• 降水パターンの変化に伴う出水率の低下による水力
発電量の減少

• 台風等の自然災害からの復旧費の大幅な増加

• 原子力発電所の優位性向上
• 再エネ発電量拡大による収益の増加

• 研究開発の進展による水素活用技術等の商用化

• 電化ニーズの高まりによる販売電力量の増加
• 低・脱炭素電力のニーズ増加による販売電力量の増加

• 全国的に供給力・調整力が不足し、市場価格が上昇

• 災害に強い事業運営によるお客さまや社会との信頼
関係の強化ならびに企業評価の向上

（参考） 主な財務影響
①激甚化する自然災害への対応

2018年7月 豪雨災害復旧費用

約３０億円
②原子力の安全・安定運転

伊方３号機が1ヵ月安全・安定運転した場合の収支改善※

※ 2022年度実績を基に試算した需給関連収支等の改善効果

約１００億円
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環境問題への対応
サステナビリティを高める事業経営

1850～1900年を基準とした世界平均気温の変化

各シナリオにおける2030年度の主な影響評価

気候変動関連のリスク管理の重要性を強く認識しており、毎年、リスクの発生可能性や収支影響（費用増等）などを総合
的に勘案し、経営に重大な影響を及ぼす可能性のある気候変動関連リスクを抽出したうえで、経営層がチェックアンドレ
ビューを行い、次年度の経営計画に反映することで、リスクの発生防止と低減に努めていきます。

リスクと機会
　1.5℃シナリオ、4℃シナリオにおいて、 気候変動関連のリスクと機会を抽出しました。そして、それらが今後当社事業にどの
ような影響を及ぼすのか、 各シナリオにおいて主要なものについて評価・確認したところ、主に「非化石電源の比率拡大／火
力電源の規制強化」や「カーボンプライシングの導入」によるコスト増加の可能性がある一方で、「非化石電源の価値向上」や
「電化の進展／低・脱炭素電力ニーズの拡大」による収支好転も期待できることを確認できました。
　さらに、リスクの最小化と機会の最大化を図るための対応策を検討しました。各対応策は、当社グループの中期経営計画に
反映しており、その着実な推進を通じて、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

シナリオの選定
気温上昇の抑制に向けて、現状を超える追加的な対策

は講じられないシナリオ（4℃シナリオ※1）、現状公表されて
いる政策を完全に達成したうえで、さらなる対策が講じら
れるシナリオ（1.5℃シナリオ※2）を選定し、それぞれのシナ
リオのもとでの電気事業の将来像を想定しました。

リスク管理

一定の将来シナリオのもと、気候変動関連のリスクや機会が、当社の事業運営にどのような影響を及ぼすのか、継続的に
評価・確認するとともに、その結果を踏まえ、必要な対策を立案し、実行に移していきます。

戦略

電気事業の将来像

項目 1.5℃シナリオ

政策

技術

燃料
価格

市場

エネルギー政策

その他政策

低・脱炭素技術

化石燃料

• 脱炭素に向けた急激な政策変更（再生可能エネル
ギーや原子力、水素エネルギーの開発を推進）

• 化石燃料の使用量が減少し、燃料価格も下落する • 化石燃料の使用量が緩やかに減少し、燃料価格も緩やか
に下落するが、価格が上昇する燃料もみられる

災害 異常気象 • 台風等の災害は発生するが、被害の大きさは現状と
さほど変わらない • 台風等の災害が激甚化し、被害が現状よりも甚大となる

顧客のニーズ • 低・脱炭素電力のニーズが大幅に増加する • 低・脱炭素電力のニーズの増加は一定程度に留まる

• 炭素税や排出量取引制度の導入が急速に進む

• 低・脱炭素発電の技術革新が急速に進展する • 低・脱炭素発電の技術革新が緩やかに進展する

エネルギー需要 • 脱炭素化に向けて、電化が進展することにより、電
力需要は増加する

• 脱炭素に向けた社会の機運が醸成されず、電化が進まな
いことにより、電力需要は減少する

• 炭素税や排出量取引制度の導入が緩やかに進む

4℃シナリオ

• 脱炭素に向けた緩やかな政策変更（現行政策の延長で再
生可能エネルギーを導入しつつ、安定供給・経済性を考
慮し、火力を維持）

各シナリオから抽出した主要なリスク・機会と対応策

リスク 機会

※1 国際エネルギー機関（IEA）が示す既存政策シナリオ（STEPS）、 IPCC第6次報告書
におけるSSP5-8.5等を参照

※2 国際エネルギー機関（IEA）が示すネットゼロシナリオ（NZE）、IPCC第6次報告書に
おけるSSP1-1.9等を参照

出典：IPCC AR6 WG Ⅰ

※ 短/中期：～2030年、長期：～2050年

1.5℃ 4℃

カーボン
プライシングの導入

1.5℃ 4℃

販売電力量
の減少

1.5℃ 4℃

非化石電源の
価値向上

1.5℃ 4℃

電化の進展/
低・脱炭素電力
ニーズの拡大

1.5℃ 4℃

非化石電源の
比率拡大/

火力電源の規制強化

P.65参照

影響期間※ リスク・機会の内容 主な対応策

短/中/長

短/中/長

短/中/長

短/中/長

短/中/長

短/中/長

短/中/長

中/長

短/中/長

短/中/長

短/中/長

分類

移
行
リ
ス
ク

物
理
的
リ
ス
ク

機
会

政策・法規制

市場

評判

慢性

急性

エネルギー源

製品/
サービス

レジリエンス

非化石電源の比率拡大/
火力電源の規制強化

販売電力量の減少

カーボンプライシングの
導入

情報開示不足

異常気象の慢性化

自然災害の激甚化

非化石電源の価値向上

新技術の研究開発進展

電化の進展/低・脱炭素
電力ニーズの拡大

供給力・調整力確保の
必要性の高まり

防災・減災ニーズの向上

• 非化石電源の比率拡大や火力電源の規制強化による
費用の増加 • 水素・アンモニア発電等、新技術の研究開発・導入

• 再エネ電源のさらなる導入拡大
• エネルギー政策への提言・関与

• 分散型リソースを活用した事業を通じた収益機会
の検討
• 電源の低・脱炭素化の推進

• ステークホルダーの皆さまへの適切な情報開示

• 電気エネルギーのさらなる活用等を通じた供給力・
調整力の確保
• 発電効率の向上や運用の最適化

• 自治体・関係機関との連携強化など、災害対応体
制の強化 (参考①)

• 原子力発電所の安全・安定運転の継続 (参考②)
• 再エネ電源への投資拡大

• メーカーや他電力等との共同研究開発や実証
試験の実施

• 低・脱炭素電源のさらなる導入拡大や電化の推進
• CO₂フリー料金メニュー等の提供

• 供給設備の最適化による供給力・調整力の確保

• 設備対策の強化や自治体・関係機関との連携強化
など、災害対応力のさらなる充実

• カーボンプライシング導入による費用の増加

• 分散型電源の普及による販売電力量の減少
• 火力電源由来の環境価値が低いプランの受容性が低
下し、販売電力量が減少

• 投資家の投資意欲の低下、評判低下による資金調達コ
ストの上昇や株価の低下、ダイベストメント

• 厳気象等による供給力・調整力不足
• 降水パターンの変化に伴う出水率の低下による水力
発電量の減少

• 台風等の自然災害からの復旧費の大幅な増加

• 原子力発電所の優位性向上
• 再エネ発電量拡大による収益の増加

• 研究開発の進展による水素活用技術等の商用化

• 電化ニーズの高まりによる販売電力量の増加
• 低・脱炭素電力のニーズ増加による販売電力量の増加

• 全国的に供給力・調整力が不足し、市場価格が上昇

• 災害に強い事業運営によるお客さまや社会との信頼
関係の強化ならびに企業評価の向上

（参考） 主な財務影響
①激甚化する自然災害への対応

2018年7月 豪雨災害復旧費用

約３０億円
②原子力の安全・安定運転

伊方３号機が1ヵ月安全・安定運転した場合の収支改善※

※ 2022年度実績を基に試算した需給関連収支等の改善効果

約１００億円
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環境問題への対応
サステナビリティを高める事業経営

2021～2022年度実績

電源の低炭素化・脱炭素化に係る投資額 約1,200億円

移行計画  ～ 2050年カーボンニュートラルへの挑戦～
　当社グループは、中期経営計画での長期重点課題として、2050年カーボンニュートラルへの挑戦を掲げています。
　このため、中期経営計画に反映した気候変動関連のリスク・機会への対応策を基に、2030年度、さらにその先の2050年
を視野に入れ、「電源の低炭素化・脱炭素化」と「電気エネルギーのさらなる活用」の両面でのロードマップを策定し、環境保全
等にも配慮しつつ、具体的な取り組みを推進しています。

※1 2030年度目標と同じベースのFIT無償配分を除く排出量
※2 FIT無償配分を含む排出量（地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく値）

※1 「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン
(ver.2.5)」(環境省／経済産業省)等を参照し、当社および連結子会社（排出量が僅少
な企業を除く）について算定

※2 自社発電の燃料使用等に伴う直接排出量。なお、2022年度の排出量は、西条発電所
1号機のリプレースに伴う停止などにより、2021年度の966万t-CO₂と比べ、大きく
減少した

※3 他社から購入した電気の自社事業場(オフィス)使用等に伴う間接排出量
※4 他社から調達した売電用の電気等に含まれる間接排出量
※5 GXリーグのルールに基づき、当社の排出量を算定

※1 高度化法（エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境適合利用及び化石エネ
ルギー原料の有効な利用の促進に関する法律）では、再生可能エネルギーや原子力
などの非化石電源の有効な利用を促すため、小売電気事業者等について、非化石電
源比率の目標が設定される
至近年度の非化石電源比率実績

※2 経済産業省告示『エネルギー源の環境適合利用に関する電気事業者の判断の基準』
にて､2030年度において小売電気事業者が供給する電気のうち44%以上を非化石
電源由来とすることが求められている

※1 省エネ法（エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する
法律）では、特定の業種・分野について、当該業種に属する事業者の省エネ状況
を業種内で比較できるよう、指標(ベンチマーク指標)が設定される

　　Ａ指標　：燃料種ごとの発電実績効率の目標値に対する達成度合いに関する指標
　　Ｂ指標　：火力発電の総合的な発電効率に関する指標
　　石炭指標：石炭火力発電の発電効率に関する指標

※2 経済産業省告示「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判
断の基準」にて、2030年度においてA指標を1.00以上、B指標を44.3%以上、石
炭指標を43.00%以上にすることが目指すべき水準とされている

※3 省エネ法の改正に伴い、2022年度実績から報告

2020年度 2021年度 2022年度

A指標

B指標（％）

石炭指標（％）※3

1.02

42.1

－

1.04

43.5

39.43

1.02

43.1

－

スコープ１※2 スコープ２※3 スコープ３※4

排出量[万t-CO₂] 0 635809

排出量[万t-CO₂]スコープ３の内訳

資本財

燃料およびエネルギーに関する活動

投資

その他

14.1

590.0

27.4

3.3

2013年度
排出量
[万ｔ-CO₂] 2025年度 2023～2025年

度計

基準 目標

スコープ１

スコープ２

950

0.0240

2,850

0.0720

2030年度

850

0.0240

1,221

0.0465

小売販売に係るCO₂排出量

小売部門の有する非化石証書量の販売電力量に対する割合

　小売部門からのCO₂排出量をはじめとする様々な気候関連指標について、目標を設定しています。これらの目標の達成を
目指して取り組みを推進することを通じ、気候変動関連リスクの最小化と機会の最大化を図ります。

　当社は、原子力発電の最大活用や再生可能エネルギー
の主力電源化、火力発電の高効率化などによる「電源の低
炭素化・脱炭素化」と、産業・運輸部門も含めた電化の推進
等の取り組みなどによる「電気エネルギーのさらなる活用」
を推進することにより、小売部門からのCO₂排出量につい
て、2030年度に2013年度比で半減を目指します。
※至近年度の小売CO₂排出量実績 　　　　

低・脱炭素電力へのニーズ向上などの機会に対応していく
ため、小売部門の有する非化石証書量の販売電力量に対する
割合（高度化法の非化石電源比率※1に相当）について、2030
年度に44%以上※2とすることを目指します。また、非化石電
源である原子力発電所の安全・安定運転の継続、水力発電所
の出力増強などにも積極的に取り組んでいきます。

　気候変動関連のリスク・機会に対応していくため、2021
～30年度の10ヵ年累計で3,500億円を投資し、電源の低
炭素化・脱炭素化を推進します。

当社は、再生可能エネルギー開発などの低・脱炭素化に
向けた設備投資を加速していくため、内部炭素価格を導入
し、投資判断に活用しています。

指標と目標

サプライチェーン全体での2022年度の排出量実績※1

GXリーグにおける当社の排出量※5目標

2030年度にベンチマーク指標（省エネ法）※1達成
(A指標 ： 1.00以上、B指標 ： 44.3%以上

石炭指標 ： 43.00%以上)※2

グループ全体で再生可能エネルギー新規開発を
2030年度までに50万kW
2050年度までに200万kW

小売部門の有する非化石証書量
の販売電力量に対する割合※1

2030年度に44％以上※2達成
過去の災害等を踏まえ、想定される洪水に対する発電所
のリスク評価を行っており、評価の結果、対策が必要となっ
た発電所に対しては、対策工事を完了しています。
今後も、従来想定されていなかったような災害への対応
も含め、設備対策面や防災訓練などのソフト面での対応を
通じ、リスクへの備えに努めていきます。

火力発電所の熱効率は、稼働時間とともに、設備の劣化
等が原因となり徐々に低下していきますが、当社では日々の
機器点検・運転管理と、機器更新などを適切に行い、既設火
力の熱効率維持に努めるとともに、高経年化火力のリプレー
スを推進することにより、火力発電の効率向上に取り組んで
います。
これらの取り組みを通じ、2030年度に省エネ法のベンチ
マーク指標の目標達成を目指します。

電源の低炭素化・脱炭素化に向けた投資
2021～30年度の10ヵ年累計 3,500億円

内部炭素価格を導入

想定される洪水リスクへの備えが
不十分である発電所数ゼロ

非化石証書(再エネ)
6%

2022年度

非化石証書(再エネ指定なし)
13%

余剰非化石価値の配分
(FIT無償配分)
12%

1,170※1
（1,041※2）

980
程度

1,962※1

2013 2022 2030 （年度）
目標

（万t-CO₂）
2,000

1,500

1,000

500

0

削減
目標
▲50％

約▲40％

P.75参照

　2022年度におけるサプライチェーン全体での温室効果
ガスの排出量は、1,444万t-CO₂となりました。今後は、
2023年4月に参画したGXリーグにおいて新たに定めた目
標の実現に向けて、排出量の削減に取り組んでまいります。
※ 至近年度の温室効果ガス排出量実績 　　　　P.75参照

P.75参照

P.33参照

P.35参照

P.17ー19参照

2030年度の小売部門からのCO₂排出量を2013年度比で半減

サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量

※ 2022年度末までの実績

非化石価値なし
69%
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環境問題への対応
サステナビリティを高める事業経営

2021～2022年度実績

電源の低炭素化・脱炭素化に係る投資額 約1,200億円

移行計画  ～ 2050年カーボンニュートラルへの挑戦～
　当社グループは、中期経営計画での長期重点課題として、2050年カーボンニュートラルへの挑戦を掲げています。
このため、中期経営計画に反映した気候変動関連のリスク・機会への対応策を基に、2030年度、さらにその先の2050年
を視野に入れ、「電源の低炭素化・脱炭素化」と「電気エネルギーのさらなる活用」の両面でのロードマップを策定し、環境保全
等にも配慮しつつ、具体的な取り組みを推進しています。

※1 2030年度目標と同じベースのFIT無償配分を除く排出量
※2 FIT無償配分を含む排出量（地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく値）

※1 「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン
(ver.2.5)」(環境省／経済産業省)等を参照し、当社および連結子会社（排出量が僅少
な企業を除く）について算定

※2 自社発電の燃料使用等に伴う直接排出量。なお、2022年度の排出量は、西条発電所
1号機のリプレースに伴う停止などにより、2021年度の966万t-CO₂と比べ、大きく
減少した

※3 他社から購入した電気の自社事業場(オフィス)使用等に伴う間接排出量
※4 他社から調達した売電用の電気等に含まれる間接排出量
※5 GXリーグのルールに基づき、当社の排出量を算定

※1 高度化法（エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境適合利用及び化石エネ
ルギー原料の有効な利用の促進に関する法律）では、再生可能エネルギーや原子力
などの非化石電源の有効な利用を促すため、小売電気事業者等について、非化石電
源比率の目標が設定される

　　至近年度の非化石電源比率実績

※2 経済産業省告示『エネルギー源の環境適合利用に関する電気事業者の判断の基準』
にて､2030年度において小売電気事業者が供給する電気のうち44%以上を非化石
電源由来とすることが求められている

※1 省エネ法（エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する
法律）では、特定の業種・分野について、当該業種に属する事業者の省エネ状況
を業種内で比較できるよう、指標(ベンチマーク指標)が設定される

　　Ａ指標　：燃料種ごとの発電実績効率の目標値に対する達成度合いに関する指標
　　Ｂ指標　：火力発電の総合的な発電効率に関する指標
　　石炭指標：石炭火力発電の発電効率に関する指標

※2 経済産業省告示「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判
断の基準」にて、2030年度においてA指標を1.00以上、B指標を44.3%以上、石
炭指標を43.00%以上にすることが目指すべき水準とされている

※3 省エネ法の改正に伴い、2022年度実績から報告

2020年度 2021年度 2022年度

A指標

B指標（％）

石炭指標（％）※3

1.02

42.1

－

1.04

43.5

39.43

1.02

43.1

－

スコープ１※2 スコープ２※3 スコープ３※4

排出量[万t-CO₂] 0 635809

排出量[万t-CO₂]スコープ３の内訳

資本財

燃料およびエネルギーに関する活動

投資

その他

14.1

590.0

27.4

3.3

2013年度
排出量
[万ｔ-CO₂] 2025年度 2023～2025年

度計

基準 目標

スコープ１

スコープ２

950

0.0240

2,850

0.0720

2030年度

850

0.0240

1,221

0.0465

小売販売に係るCO₂排出量

小売部門の有する非化石証書量の販売電力量に対する割合

小売部門からのCO₂排出量をはじめとする様々な気候関連指標について、目標を設定しています。これらの目標の達成を
目指して取り組みを推進することを通じ、気候変動関連リスクの最小化と機会の最大化を図ります。

当社は、原子力発電の最大活用や再生可能エネルギー
の主力電源化、火力発電の高効率化などによる「電源の低
炭素化・脱炭素化」と、産業・運輸部門も含めた電化の推進
等の取り組みなどによる「電気エネルギーのさらなる活用」
を推進することにより、小売部門からのCO₂排出量につい
て、2030年度に2013年度比で半減を目指します。
※ 至近年度の小売CO₂排出量実績　

　低・脱炭素電力へのニーズ向上などの機会に対応していく
ため、小売部門の有する非化石証書量の販売電力量に対する
割合（高度化法の非化石電源比率※1に相当）について、2030
年度に44%以上※2とすることを目指します。また、非化石電
源である原子力発電所の安全・安定運転の継続、水力発電所
の出力増強などにも積極的に取り組んでいきます。

　気候変動関連のリスク・機会に対応していくため、2021
～30年度の10ヵ年累計で3,500億円を投資し、電源の低
炭素化・脱炭素化を推進します。

　当社は、再生可能エネルギー開発などの低・脱炭素化に
向けた設備投資を加速していくため、内部炭素価格を導入
し、投資判断に活用しています。

指標と目標

サプライチェーン全体での2022年度の排出量実績※1

GXリーグにおける当社の排出量※5目標

2030年度にベンチマーク指標（省エネ法）※1達成
(A指標 ： 1.00以上、B指標 ： 44.3%以上

石炭指標 ： 43.00%以上)※2

グループ全体で再生可能エネルギー新規開発を
2030年度までに50万kW
2050年度までに200万kW

小売部門の有する非化石証書量
の販売電力量に対する割合※1

2030年度に44％以上※2達成
　過去の災害等を踏まえ、想定される洪水に対する発電所
のリスク評価を行っており、評価の結果、対策が必要となっ
た発電所に対しては、対策工事を完了しています。
　今後も、従来想定されていなかったような災害への対応
も含め、設備対策面や防災訓練などのソフト面での対応を
通じ、リスクへの備えに努めていきます。

　火力発電所の熱効率は、稼働時間とともに、設備の劣化
等が原因となり徐々に低下していきますが、当社では日々の
機器点検・運転管理と、機器更新などを適切に行い、既設火
力の熱効率維持に努めるとともに、高経年化火力のリプレー
スを推進することにより、火力発電の効率向上に取り組んで
います。
　これらの取り組みを通じ、2030年度に省エネ法のベンチ
マーク指標の目標達成を目指します。

電源の低炭素化・脱炭素化に向けた投資
2021～30年度の10ヵ年累計 3,500億円

内部炭素価格を導入

想定される洪水リスクへの備えが
不十分である発電所数ゼロ

非化石証書(再エネ)
6%

2022年度

非化石証書(再エネ指定なし)
13%

余剰非化石価値の配分
(FIT無償配分)
12%

1,167※1

（1,037※2）
980
程度

1,962※1

2013 2022 2030 （年度）
目標

（万t-CO₂）
2,000

1,500

1,000
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0

削減
目標
▲50％

約▲40％

P.75参照

2022年度におけるサプライチェーン全体での温室効果
ガスの排出量は、1,444万t-CO₂となりました。今後は、
2023年4月に参画したGXリーグにおいて新たに定めた目
標の実現に向けて、排出量の削減に取り組んでまいります。
※ 至近年度の温室効果ガス排出量実績　 P.75参照

P.75参照

P.33参照

P.35参照

P.17ー19参照

2030年度の小売部門からのCO₂排出量を2013年度比で半減

サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量

※ 2022年度末までの実績

非化石価値なし
69%
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環境問題への対応
サステナビリティを高める事業経営

環境問題への取り組み
https://www.yonden.co.jp/energy/environment/index.html

よんでんグループ環境方針
https://www.yonden.co.jp/energy/environment/policy/index.html

環境関連データ集
https://www.yonden.co.jp/energy/environment/data/index.html

WWWWWW

「四万十よんでんの森」での活動状況

電線・コンクリート柱のリサイクル状況

最近の活用事例

　火力発電所から排出される硫黄酸化物（SOｘ）や窒素酸
化物（ＮＯｘ）の大気中への排出を抑制するため、硫黄分の
少ない燃料の使用や排煙脱硫・脱硝装置の設置、燃焼管理
の徹底などの対策を行っています。
　 また、坂出発電所の老朽石油火力を計画的にLNGコン
バインドサイクルへリプレースし、石油による発電量を抑制
してきたことで、近年は、ＳＯｘ、ＮＯｘの排出原単位が低い
水準で推移しています。

大気汚染の防止

0.1g/kWh
2022年度実績
SOx排出原単位

0.3g/kWh
2022年度実績
ＮOx排出原単位

　当社グループでは､事業活動に伴う環境負荷の低減や地域と一体となった環境保全活動に継続的に取り組んでいます。

環境保全活動の推進

火力発電所のSOｘ・NOｘ排出原単位

主要国のSOx・NOx排出原単位（火力発電所）
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（年度）0.0
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0.5

0.6
SOｘ排出原単位

主要国のNOｘ平均値※

（g/kWh）

主要国のSOｘ平均値※

NOｘ排出原単位

2018 2019 2020 2021 2022
※ 主要４ヵ国（ドイツ、イギリス、アメリカ、フランス）の２０１９年データから算出

出典：NEXCO西日本「E55徳島南部自動車道 徳島JCT～徳島沖洲IC」

森林保全活動

飛来したコウノトリ（西予市）営巣塔の点検・保守（西予市）

※ 電気事業連合会ホームページ「エネルギーと環境」を基に作成

四国電力
（２０２2年度）

ドイツ
（２０20年）

イギリス
（２０20年）

アメリカ
（２０20年）

フランス
（２０20年）

SOｘ
NOｘ

99.6%2022年度実績
石炭灰の有効利用率

（g/kWh）

再生処理前の電線 再生された電線

再生処理前のコンクリート柱 再生された建設用骨材

再資源化の促進

石炭灰の有効利用
　石炭火力発電所で発生する石炭灰については、セメント
原料、コンクリート混和材などとして、橋梁や道路、建築用
外壁など様々な分野で活用されており、ほぼ全量を再資源
化しています。

生物多様性の保全

生物多様性や自然への関心が高まる中、「自然関連財務
情報開示タスクフォース（TNFD: Taskforce on Nature-related 
Financial Disclosures）」が2021年6月に設立されました。
TNFDは、自然に関係するリスクと機会を評価し開示するフ
レームワークの構築を進めており、2023年9月にはTNFD
としての最終提言が公表される予定です。
企業活動の自然への依存や影響は、自然に関するリスク

および機会として捉えることができますが、当社としても
TNFDの動向を引き続き注視し、ネイチャーポジティブな
社会の構築に貢献できるよう取り組んでいきたいと考えて
います。

発電所での取り組み
水力発電所では、取水量に係る法令遵守はもとより、河
川環境への影響を最小化していくために、
•濁りの少ない水を取水できる設備を設置し、発電に活用
した後は下流に戻すこと
•ダム下流における環境改善のために、維持流量の放流を
行うこと
•貯水池の流木・塵芥を除去し、バイオマス燃料などに利
用すること

などの取り組みを実施しています。
火力・原子力発電所では、発電に必要な取水量の低減に
努めるとともに、排水時は法令等による基準の遵守を徹底
しています。このほか、蒸気等を冷却するための海水につ
いては、自治体との協定に基づき取放水の温度差を管理し
ています。
また、発電所の建設にあたっては、環境アセスメントを実
施し、建設工事や発電所の稼働が周辺に及ぼす影響を事
前に予測・評価し、その結果を環境保全対策に反映してい
ます。

コウノトリの保全活動
生物多様性保全の観点から、国の特別天然記念物に指
定されているコウノトリの保護に係る取り組みを実施して
おり、営巣塔を自治体へ寄贈するとともに、高所作業車に
よる点検・保守を継続的に実施するなど生息環境の保全に
努めています。

環境省が主催する「環境月間」を中心に、年間を通じ
て四国各地で地域の皆さまと共に清掃活動や森林保
全活動など、環境保全活動に取り組んでいます。

高知支店では、高知県の「環境先進企業との協働の
森づくり事業」に参加し､「四万十よんでんの森」と名づ
けた協定林（四万十町）において､地元自治体や地域
の方々と共に､植樹や下草刈り等の森林保全活動を行
っています。

撤去資材のリサイクル
　古くなって取り替えた銅電線やアルミ電線については、
新たな電線などとして、全量をリサイクルしています。
　また、撤去したコンクリート柱は粉砕して、鉄筋と分離し
たうえで、建設用骨材（道路舗装用路盤材）として全量を再
利用しています。

　徳島県の吉野川サンライズ大橋（2022年3月開通）の
橋梁に石炭灰を活用。

地域と一体となった環境保全活動
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環境問題への対応
サステナビリティを高める事業経営

環境問題への取り組み
https://www.yonden.co.jp/energy/environment/index.html

よんでんグループ環境方針
https://www.yonden.co.jp/energy/environment/policy/index.html

環境関連データ集
https://www.yonden.co.jp/energy/environment/data/index.html

WWWWWW

「四万十よんでんの森」での活動状況

電線・コンクリート柱のリサイクル状況

最近の活用事例

火力発電所から排出される硫黄酸化物（SOｘ）や窒素酸
化物（ＮＯｘ）の大気中への排出を抑制するため、硫黄分の
少ない燃料の使用や排煙脱硫・脱硝装置の設置、燃焼管理
の徹底などの対策を行っています。
また、坂出発電所の老朽石油火力を計画的にLNGコン

バインドサイクルへリプレースし、石油による発電量を抑制
してきたことで、近年は、ＳＯｘ、ＮＯｘの排出原単位が低い
水準で推移しています。

大気汚染の防止

0.1g/kWh
2022年度実績
SOx排出原単位

0.3g/kWh
2022年度実績
ＮOx排出原単位

　当社グループでは､事業活動に伴う環境負荷の低減や地域と一体となった環境保全活動に継続的に取り組んでいます。

環境保全活動の推進

火力発電所のSOｘ・NOｘ排出原単位

主要国のSOx・NOx排出原単位（火力発電所）
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主要国のNOｘ平均値※

（g/kWh）

主要国のSOｘ平均値※

NOｘ排出原単位

2018 2019 2020 2021 2022
※ 主要４ヵ国（ドイツ、イギリス、アメリカ、フランス）の２０１９年データから算出

出典：NEXCO西日本「E55徳島南部自動車道 徳島JCT～徳島沖洲IC」

森林保全活動

飛来したコウノトリ（西予市）営巣塔の点検・保守（西予市）

※ 電気事業連合会ホームページ「エネルギーと環境」を基に作成

四国電力
（２０２2年度）

ドイツ
（２０20年）

イギリス
（２０20年）

アメリカ
（２０20年）

フランス
（２０20年）

SOｘ
NOｘ

99.6%2022年度実績
石炭灰の有効利用率

（g/kWh）

再生処理前の電線 再生された電線

再生処理前のコンクリート柱 再生された建設用骨材

再資源化の促進

石炭灰の有効利用
石炭火力発電所で発生する石炭灰については、セメント

原料、コンクリート混和材などとして、橋梁や道路、建築用
外壁など様々な分野で活用されており、ほぼ全量を再資源
化しています。

生物多様性の保全

　生物多様性や自然への関心が高まる中、「自然関連財務
情報開示タスクフォース（TNFD: Taskforce on Nature-related 
Financial Disclosures）」が2021年6月に設立されました。
TNFDは、自然に関係するリスクと機会を評価し開示するフ
レームワークの構築を進めており、2023年9月にはTNFD
としての最終提言が公表される予定です。
　企業活動の自然への依存や影響は、自然に関するリスク
および機会として捉えることができますが、当社としても
TNFDの動向を引き続き注視し、ネイチャーポジティブな
社会の構築に貢献できるよう取り組んでいきたいと考えて
います。

発電所での取り組み
　水力発電所では、取水量に係る法令遵守はもとより、河
川環境への影響を最小化していくために、
•濁りの少ない水を取水できる設備を設置し、発電に活用
した後は下流に戻すこと
•ダム下流における環境改善のために、維持流量の放流を
行うこと
•貯水池の流木・塵芥を除去し、バイオマス燃料などに利
用すること

などの取り組みを実施しています。
　火力・原子力発電所では、発電に必要な取水量の低減に
努めるとともに、排水時は法令等による基準の遵守を徹底
しています。このほか、蒸気等を冷却するための海水につ
いては、自治体との協定に基づき取放水の温度差を管理し
ています。
　また、発電所の建設にあたっては、環境アセスメントを実
施し、建設工事や発電所の稼働が周辺に及ぼす影響を事
前に予測・評価し、その結果を環境保全対策に反映してい
ます。

コウノトリの保全活動
生物多様性保全の観点から、国の特別天然記念物に指
定されているコウノトリの保護に係る取り組みを実施して
おり、営巣塔を自治体へ寄贈するとともに、高所作業車に
よる点検・保守を継続的に実施するなど生息環境の保全に
努めています。

環境省が主催する「環境月間」を中心に、年間を通じ
て四国各地で地域の皆さまと共に清掃活動や森林保
全活動など、環境保全活動に取り組んでいます。

高知支店では、高知県の「環境先進企業との協働の
森づくり事業」に参加し､「四万十よんでんの森」と名づ
けた協定林（四万十町）において､地元自治体や地域
の方々と共に､植樹や下草刈り等の森林保全活動を行
っています。

撤去資材のリサイクル
古くなって取り替えた銅電線やアルミ電線については、

新たな電線などとして、全量をリサイクルしています。
また、撤去したコンクリート柱は粉砕して、鉄筋と分離し
たうえで、建設用骨材（道路舗装用路盤材）として全量を再
利用しています。

徳島県の吉野川サンライズ大橋（2022年3月開通）の
橋梁に石炭灰を活用。

地域と一体となった環境保全活動
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地域共生活動の推進
当社グループでは、「地域と共に生き、地域と共に歩み、地域と共に栄える」という企業理念のもと、
事業基盤を置く四国地域との共生や活性化支援などに積極的に取り組んでいます。

当社グループは、他企業等と協働して四国地域の活性化
や観光振興、交流人口の拡大等に取り組んでいます。
　例えば、四国地域の賑わいづくりを目的に、2021年に23
企業・団体と設立した四国家サポーターズクラブでは、四国
の遍路道を点検する遍路道ウォーク（約5,600人参加）や、丸
亀にぎわいプロジェクト（約7,700人参加）などのイベントを
実施しています。また、四国のお祭りをウェブで紹介するカレ
ンダーの制作や四国４県の産品を組み合わせたお土産セット
の販売を企画するなど、四国を元気にする様々な活動に取り
組んでいます。
同クラブの会員数は、2022年度末で104企業・団体まで
増加しており、活動の輪が広がっています。

賑わいづくり、交流人口の拡大促進

　当社グループは、地域に根差した企業集団として、地域の
皆さまとの対話・交流活動を積極的に実施することで、事業
活動へのご理解やご支援をいただくことが重要と考えてい
ます。
　2022年度は、四国各地で電気設備の点検や清掃活動と
いった社会貢献活動など、地域のお客さまとのふれあい活動
を実施しています。

地域の皆さまとの対話・交流活動

（公財）よんでん文化振興財団では、芸術家を志す四国出
身の学生への奨学援助をはじめ、四国にゆかりのある優れた
芸術家に対する顕彰、奨学生によるコンサートや美術展の開
催、演奏家の派遣助成などの活動を通じて、四国地域の芸
術・文化の向上や豊かでゆとりのある地域社会の実現を支
援しています。
また、当社グループでは、地域スポーツの振興を目的に、
四国内のサッカーやバスケットボールのプロスポーツチーム
などを応援しています。

芸術・文化・スポーツの振興支援

グループが有する技術やノウハウ、信用力を活用して
地域の課題解決を図るとともに、それを起点とした新た
な事業の創出・育成を進めています。

地域課題の解決を起点とする事業の展開

サステナビリティを高める事業経営

エネルギーを考えよう
https://www.yonden.co.jp/energy/learn/index.html

公益財団法人よんでん文化振興財団
https://ycf.or.jp/

よんでんグループ農業への取り組み
https://www.yonden.co.jp/cnt_yonden-agri/

WWWWWW

地域社会とのコミュニケーションの充実 地域課題の解決に向けた取り組み

S
社会

一日一斉おもてなし遍路道ウォーク お祭りWEBカレンダーのリーフレット

坂本龍馬像の清掃[高知県 桂浜]
（高知支社・四電工）

とくしま まちなか花ロードproject
 「花植え会」（徳島支店・支社）

奨学生による「ふるさとコンサート」

出前エネルギー授業 オンライン見学会

四国航空㈱が保有するドクターヘリ

訪問対話活動の範囲

訪問対象
約2.7万戸

20km圏内

大洲市

伊方町
八幡浜市

西予市

10km圏内

伊方発電所

アグリビジネス
当社グループが保有する人材や地域社会とのつながり
等を活用して、四国地域の農業活性化に資するアグリビジ
ネスに取り組んでいます。
グループ会社のあぐりぼん㈱（香川県）では、希少価値
の高いイチゴ“女峰”を生産するとともに、地域の生産者と
連携して共同出荷するなど、産地の維持に貢献しています。
また、グループ会社のAitosa㈱（高知県）では、地元の
主要産品であるシシトウの生産を行い、シシトウを使った六
次化商品の開発・販売を行うとともに、ロボットやＡＩ、ＩｏＴを
駆使した「スマート農業」の技術開発を進め、効率的な栽培
手法の確立や生産作業の省力化に取り組んでいます。

ドクターヘリの運航
グループ会社の四国航空㈱では、航空機事業の一環と

して、香川県・高知県においてドクターヘリの受託運航を
行っています。ドクターヘリについては、四国４県間等で広
域連携協定が締結さ
れるなど、その重要性
が増しており、安全で
確実な運航を行うこと
で、地域の災害対応や
緊急医療に貢献してい
ます。

えひめ方式による情報公開
　伊方発電所で発生した正常状態以外の全事象について、
直ちに愛媛県・伊方町に通報する仕組みを、全国に先駆け
て1999年に導入して以来、継続的に運用しています。こう
した透明性の高い情報公開は、「えひめ方式」と呼ばれ、地
域の皆さまとの信頼関係の構築に大きく寄与しています。

訪問対話活動
　伊方町、八幡浜市など伊方発電所から半径20ｋｍ圏内
のご家庭約2.7万戸を社員が個別に訪問し、発電所の安全
対策等をご説明するとともに、様々なご意見を直接お伺い
する訪問対話活動を1988年に開始し、継続的に実施して
います。至近３ヵ年は、新型コロナウイルス感染症の影響
で個別訪問は叶いませんでしたが、全戸にリーフレットを
配布して、葉書等でご意見をいただきました。
　当社は、引き続き立地地域の皆さまの様々なご意見に
真摯に耳を傾け、伊方発電所の一層の安全性向上に取り
組んでいきます。

子どもたちへのエネルギー教育
エネルギー・環境問題に対する子どもたちの関心を高
め、正しい理解が得られるよう、未来を担う小・中学生を主
な対象として、教育関係者や子どもたちのニーズを踏まえ
た「出前エネルギー授業」を四国全域で実施しています。
　2022年度については、各学校からのニーズに応じ、発
電模型や動画を効果的に活用した出前エネルギー授業に
加え、オンラインによる当社施設の見学会を合わせて実施
しており、好評を得ています。

あぐりぼんで収穫したイチゴ“女峰” Aitosaのシシトウを使った「ししとう味噌」

原子力情報の積極的な公開と対話活動

安全協定に基づく愛媛県・伊方町への通報状況 （件）
年度 2018

5
3
14
22

2019
6
4
20
30

2020
3
2
13
18

2021
7
4
17
28

A区分
B区分
C区分
合計

※ 愛媛県の公表要領の概要
A区分（ 国への報告を要するトラブルなど）：直ちに公表
B区分（ 放射線管理区域内における設備の異常など）：48時間以内に公表
C区分（ A、B区分以外のもの）：毎月10日に前月分を一括して公表

2022
7
4
18
29
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地域共生活動の推進
当社グループでは、「地域と共に生き、地域と共に歩み、地域と共に栄える」という企業理念のもと、
事業基盤を置く四国地域との共生や活性化支援などに積極的に取り組んでいます。

　 当社グループは、他企業等と協働して四国地域の活性化
や観光振興、交流人口の拡大等に取り組んでいます。
　例えば、四国地域の賑わいづくりを目的に、2021年に23
企業・団体と設立した四国家サポーターズクラブでは、四国
の遍路道を点検する遍路道ウォーク（約5,600人参加）や、丸
亀にぎわいプロジェクト（約7,700人参加）などのイベントを
実施しています。また、四国のお祭りをウェブで紹介するカレ
ンダーの制作や四国４県の産品を組み合わせたお土産セット
の販売を企画するなど、四国を元気にする様々な活動に取り
組んでいます。
　同クラブの会員数は、2022年度末で104企業・団体まで
増加しており、活動の輪が広がっています。

賑わいづくり、交流人口の拡大促進

当社グループは、地域に根差した企業集団として、地域の
皆さまとの対話・交流活動を積極的に実施することで、事業
活動へのご理解やご支援をいただくことが重要と考えてい
ます。
2022年度は、四国各地で電気設備の点検や清掃活動と
いった社会貢献活動など、地域のお客さまとのふれあい活動
を実施しています。

地域の皆さまとの対話・交流活動

　 （公財）よんでん文化振興財団では、芸術家を志す四国出
身の学生への奨学援助をはじめ、四国にゆかりのある優れた
芸術家に対する顕彰、奨学生によるコンサートや美術展の開
催、演奏家の派遣助成などの活動を通じて、四国地域の芸
術・文化の向上や豊かでゆとりのある地域社会の実現を支
援しています。
　また、当社グループでは、地域スポーツの振興を目的に、
四国内のサッカーやバスケットボールのプロスポーツチーム
などを応援しています。

芸術・文化・スポーツの振興支援

　グループが有する技術やノウハウ、信用力を活用して
地域の課題解決を図るとともに、それを起点とした新た
な事業の創出・育成を進めています。

地域課題の解決を起点とする事業の展開

サステナビリティを高める事業経営

エネルギーを考えよう
https://www.yonden.co.jp/energy/learn/index.html

公益財団法人よんでん文化振興財団
https://ycf.or.jp/

よんでんグループ農業への取り組み
https://www.yonden.co.jp/cnt_yonden-agri/

WWWWWW

地域社会とのコミュニケーションの充実 地域課題の解決に向けた取り組み

S
社会

一日一斉おもてなし遍路道ウォーク お祭りWEBカレンダーのリーフレット

坂本龍馬像の清掃[高知県 桂浜]
（高知支社・四電工）

とくしままちなか花ロードproject
「花植え会」（徳島支店・支社）

奨学生による「ふるさとコンサート」

出前エネルギー授業 オンライン見学会

四国航空㈱が保有するドクターヘリ

訪問対話活動の範囲

訪問対象
約2.7万戸

20km圏内

大洲市

伊方町
八幡浜市

西予市

10km圏内

伊方発電所

アグリビジネス
　当社グループが保有する人材や地域社会とのつながり
等を活用して、四国地域の農業活性化に資するアグリビジ
ネスに取り組んでいます。
　グループ会社のあぐりぼん㈱（香川県）では、希少価値
の高いイチゴ“女峰”を生産するとともに、地域の生産者と
連携して共同出荷するなど、産地の維持に貢献しています。
　また、グループ会社のAitosa㈱（高知県）では、地元の
主要産品であるシシトウの生産を行い、シシトウを使った六
次化商品の開発・販売を行うとともに、ロボットやＡＩ、ＩｏＴを
駆使した「スマート農業」の技術開発を進め、効率的な栽培
手法の確立や生産作業の省力化に取り組んでいます。

ドクターヘリの運航
　 グループ会社の四国航空㈱では、航空機事業の一環と
して、香川県・高知県においてドクターヘリの受託運航を
行っています。ドクターヘリについては、四国４県間等で広
域連携協定が締結さ
れるなど、その重要性
が増しており、安全で
確実な運航を行うこと
で、地域の災害対応や
緊急医療に貢献してい
ます。

えひめ方式による情報公開
伊方発電所で発生した正常状態以外の全事象について、
直ちに愛媛県・伊方町に通報する仕組みを、全国に先駆け
て1999年に導入して以来、継続的に運用しています。こう
した透明性の高い情報公開は、「えひめ方式」と呼ばれ、地
域の皆さまとの信頼関係の構築に大きく寄与しています。

訪問対話活動
伊方町、八幡浜市など伊方発電所から半径20ｋｍ圏内
のご家庭約2.7万戸を社員が個別に訪問し、発電所の安全
対策等をご説明するとともに、様々なご意見を直接お伺い
する訪問対話活動を1988年に開始し、継続的に実施して
います。至近３ヵ年は、新型コロナウイルス感染症の影響
で個別訪問は叶いませんでしたが、全戸にリーフレットを
配布して、葉書等でご意見をいただきました。
当社は、引き続き立地地域の皆さまの様々なご意見に
真摯に耳を傾け、伊方発電所の一層の安全性向上に取り
組んでいきます。

子どもたちへのエネルギー教育
エネルギー・環境問題に対する子どもたちの関心を高
め、正しい理解が得られるよう、未来を担う小・中学生を主
な対象として、教育関係者や子どもたちのニーズを踏まえ
た「出前エネルギー授業」を四国全域で実施しています。
　2022年度については、各学校からのニーズに応じ、発
電模型や動画を効果的に活用した出前エネルギー授業に
加え、オンラインによる当社施設の見学会を合わせて実施
しており、好評を得ています。

あぐりぼんで収穫したイチゴ“女峰” Aitosaのシシトウを使った「ししとう味噌」

原子力情報の積極的な公開と対話活動

安全協定に基づく愛媛県・伊方町への通報状況 （件）
年度 2018

5
3
14
22

2019
6
4
20
30

2020
3
2
13
18

2021
7
4
17
28

A区分
B区分
C区分
合計

※ 愛媛県の公表要領の概要
　 A区分（ 国への報告を要するトラブルなど）：直ちに公表
　 B区分（ 放射線管理区域内における設備の異常など）：48時間以内に公表
　 C区分（ A、B区分以外のもの）：毎月10日に前月分を一括して公表

2022
7
4
18
29
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内容

項目 内容

従業員活力の維持・向上
当社グループでは、従業員一人ひとりがやりがいや充実感を持って仕事に取り組むことができるよう、
風通しの良い活力ある職場環境づくりに取り組んでいます。

　従業員の人格や多様な価値観、生活スタイルを尊重するとともに、能力・意欲のある者には、性別等を問わず、広く上位職
位に登用するなど、活躍の舞台を整えています。　　

ダイバーシティ・インクルージョンの推進

従業員エンゲージメントの向上

サステナビリティを高める事業経営

採用情報
https://www.yonden.co.jp/corporate/recruit/index.html

YONDEN MOVIE SITE（事業活動に取り組む姿を動画でご紹介）
https://www.yonden.co.jp/cnt_movie/index.html

WWWWWWS
社会

女性活躍推進に関する取り組み

従業員がやりがいや充実感を持って仕事に取り組み、持
てる能力を最大限発揮していくためには、従業員エンゲー
ジメントを高めていくことが重要です。
このため、経営層による情報発信や現場での意見交換
会の実施等を通じて、会社の目指す方向性などを共有す
るとともに、従業員の声を踏まえて、多様な活躍・成長機
会の提供や働きやすい職場風土の醸成などに取り組んで
います。

従業員エンゲージメント調査の実施
経営課題に対する従業員の理解度や本人のチャレンジ

意欲、組織活力の状況などを経年的に把握し、人事労務施
策に反映することを目的に、３年に１回、従業員意識調査を
実施しています。直近の調査（2021年度）では、従業員が
仕事のやりがいや当社で働くことへの誇りを持っているこ
とが確認できました。
また、入社5年目までの若年層を対象として、働きがい・
職場環境といった面によりフォーカスしたエンゲージメン
ト調査を実施しており、調査結果に基づき、人事労務部に
よる個別面談や個人の特性・適性を重視した育成配置、
チャレンジできる機会の提供を行うことで、直近の新卒社
員の3年後定着率は97.5％となっています。
2023年度からは、このエンゲージメント調査の対象を

全従業員に拡大して実施しており、組織活力のさらなる向
上を図ることで、持続的な企業価値の向上につなげてま
いります。

働きやすい職場環境づくり

当社人事労務部担当役員を本部長とする働き方改革推
進本部を設置し、従業員の多様なライフスタイル・ニーズ
を踏まえて、時間単位休暇やフレックス勤務、フリーアドレ
スやオフィスカジュアルなどを実施しています。
また、長時間労働による健康障害を防止する観点から、
終業時刻と翌日の始業時刻の間に最低１０時間の休息
（インターバル）を確保するようにしています。

仕事と育児・介護の両立支援
　育児や家族の介護を行う従業員が、性別を問わず仕事と
家庭の両立を図れるよう、支援制度の整備・充実を進めて
います。
　また、制度の理解・浸透を図る観点から、専用相談窓口
の設置や「両立支援ハンドブック」などの配布を行うととも
に、管理職の意識啓発を促し、制度を利用しやすい職場風
土の醸成を図っています。
　こうした取り組みが評価され、香川労働局より「子育て支
援に取り組む企業」として、当社はこれまで4回の「くる
みん」認定※を受けています。近年は、採用活動において学
生から、「女性が長く働きやすい環境が整っている」といっ
た好意的な意見が多く寄せられており、事務系を中心に女
性採用者数が増加しています。

なお、現在取り組んでいる2025年度までを対象とした
次世代法に基づく一般事業主行動計画においては、男女分
け隔てなく仕事と家庭の両立が図れるよう、男性の育児休
職取得率の向上を目標に掲げ、男性従業員による家事・育
児への参画を支援しています。

女性従業員のキャリア形成支援、管理職への登用
　電気事業では、発電所や送配電の現場など、男性従業員
の割合が高く、女性管理職が少ない組織が多くなっていま
す。
　このため、女性の採用拡大に積極的に取り組むとともに、
キャリア形成支援などにより、女性管理職の計画的な育成、
積極的な登用に努め、
•女性管理職比率を2025年度末までに5.0％※

　（2022年度実績： 3.5%）
• 中長期的には、女性従業員比率と同程度
　（2022年度の女性従業員比率は9.2％）

という目標に向けて、取り組みを進めています。
　2023年4月には、女性の活躍推
進に関する取り組みが優良な企業と
して、当社は「えるぼし」認定※を取得
しています。

能力・意欲の高い女性従業員の管理職登用に向
け、部門と連携を図りながら個人の特性を重視し
た計画的な育成・配置を推進

人事担当者が、業務遂行状況を確認しながら、負
担感や不安感の払拭を目的にフォロー面談を実施

ビジネススキルや意欲の向上、マネジメント能力
の伸長を目的としたセミナー受講を奨励

計画的な
育成・配置

管理職登用後の
フォロー面談の実施

セミナー開催、
受講奨励

柔軟な働き方を可能とする主な制度

有給休暇を1時間単位で取得可能

始業・終業時刻を10分単位で繰り上げ・繰り
下げ可能

日々の始業・終業時刻を柔軟に設定可能

時間単位休暇制度

スライド勤務制度

フレックス勤務制度

余暇充実や心身リフレッシュを目的に連続休暇
取得を推進

自宅や他事業所等で業務を行うことが可能

モチベーションアップや自由な発想を生み出す
雰囲気づくり

連続休暇取得の
積極推進
在宅勤務・
サテライトワーク制度

オフィスカジュアル
「くるみん」認定マーク 育児休職中の従業員

人的資本経営の実践
　「人」こそがサステナビリティを推進するための最大の原動力（最大の財産）であるという考えのもと、人的資本における重
点課題として、「ダイバーシティ・インクルージョンの推進」や「未来を切り拓く人材の獲得・育成の推進」などを掲げ、従業員が
やりがいや充実感を持って仕事に取り組み、能力を最大限発揮できる活力のある職場環境の整備を進めています。

※ 以下の施策は、四国電力㈱・四国電力送配電㈱の取り組みを中心に記載

※ 次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく一般事業主行動計画に定める目標
を達成し、一定の基準を満たした企業に与えられる認定

※ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
に基づき、一定基準を満たし、女性の活躍促進状況
などが優良な企業に与えられる認定

※四国電力㈱・四国電力送配電㈱2社合計

高年齢層の積極的な活用
現場第一線の熟練技術者や高度専門的な知識・技能を
有する人材を専門職として認定し、特定分野で活用してい
ます。
また、豊富な業務経験を有する定年後再雇用者の活用
を通じて、現場技術力の維持・向上や技術継承の底上げを
図っています。

チャレンジド（障がい者）の雇用推進
障がいのある方々の自立と社会参加を積極的に応援し

ていく観点から、障がい者特例子会社「㈱よんでんプラス」
を通じて、グループ内で雇用拡大を図っています。この結
果、障がい者雇用率は法定雇用率（2.3％）を上回る2.7%
（2023年6月末）※となっています。
※ 四国電力・四国電力送配電をはじめとする4社合計の雇用率

※1 次回調査は2024年度の予定
※2 他社平均：調査委託先を利用している従業員1,000人以上の80数社の平均
※3 5点満点で評価

従業員意識調査（2021年度）※1結果抜粋

あなたは、今の仕事に
やりがいを感じている

あなたは、当社で働いている
ことについて満足している

あなたは、当社で働いている
ことについて誇りを持っている

■ 当社平均　● 他社平均※2

2.5 3.0 3.5 4.0 4.5（点）※3

3.73

4.06

4.06

3.53

3.64

3.74

「えるぼし」認定マーク
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内容

項目 内容

従業員活力の維持・向上
当社グループでは、従業員一人ひとりがやりがいや充実感を持って仕事に取り組むことができるよう、
風通しの良い活力ある職場環境づくりに取り組んでいます。

従業員の人格や多様な価値観、生活スタイルを尊重するとともに、能力・意欲のある者には、性別等を問わず、広く上位職
位に登用するなど、活躍の舞台を整えています。

ダイバーシティ・インクルージョンの推進

従業員エンゲージメントの向上

サステナビリティを高める事業経営

採用情報
https://www.yonden.co.jp/corporate/recruit/index.html

YONDEN MOVIE SITE（事業活動に取り組む姿を動画でご紹介）
https://www.yonden.co.jp/cnt_movie/index.html

WWWWWWS
社会

女性活躍推進に関する取り組み

　従業員がやりがいや充実感を持って仕事に取り組み、持
てる能力を最大限発揮していくためには、従業員エンゲー
ジメントを高めていくことが重要です。
　このため、経営層による情報発信や現場での意見交換
会の実施等を通じて、会社の目指す方向性などを共有す
るとともに、従業員の声を踏まえて、多様な活躍・成長機
会の提供や働きやすい職場風土の醸成などに取り組んで
います。

従業員エンゲージメント調査の実施
　経営課題に対する従業員の理解度や本人のチャレンジ
意欲、組織活力の状況などを経年的に把握し、人事労務施
策に反映することを目的に、３年に１回、従業員意識調査を
実施しています。直近の調査（2021年度）では、従業員が
仕事のやりがいや当社で働くことへの誇りを持っているこ
とが確認できました。　
　また、入社5年目までの若年層を対象として、働きがい・
職場環境といった面によりフォーカスしたエンゲージメン
ト調査を実施しており、調査結果に基づき、人事労務部に
よる個別面談や個人の特性・適性を重視した育成配置、
チャレンジできる機会の提供を行うことで、直近の新卒社
員の3年後定着率は97.5％となっています。
　2023年度からは、このエンゲージメント調査の対象を
全従業員に拡大して実施しており、組織活力のさらなる向
上を図ることで、持続的な企業価値の向上につなげてま
いります。

働きやすい職場環境づくり

　当社人事労務部担当役員を本部長とする働き方改革推
進本部を設置し、従業員の多様なライフスタイル・ニーズ
を踏まえて、時間単位休暇やフレックス勤務、フリーアドレ
スやオフィスカジュアルなどを実施しています。
　また、長時間労働による健康障害を防止する観点から、
終業時刻と翌日の始業時刻の間に最低１０時間の休息
（インターバル）を確保するようにしています。

仕事と育児・介護の両立支援
育児や家族の介護を行う従業員が、性別を問わず仕事と
家庭の両立を図れるよう、支援制度の整備・充実を進めて
います。
また、制度の理解・浸透を図る観点から、専用相談窓口
の設置や「両立支援ハンドブック」などの配布を行うととも
に、管理職の意識啓発を促し、制度を利用しやすい職場風
土の醸成を図っています。
こうした取り組みが評価され、香川労働局より「子育て支
援に取り組む企業」として、当社はこれまで4回の「くる
みん」認定※を受けています。近年は、採用活動において学
生から、「女性が長く働きやすい環境が整っている」といっ
た好意的な意見が多く寄せられており、事務系を中心に女
性採用者数が増加しています。

なお、現在取り組んでいる2025年度までを対象とした
次世代法に基づく一般事業主行動計画においては、男女分
け隔てなく仕事と家庭の両立が図れるよう、男性の育児休
職取得率の向上を目標に掲げ、男性従業員による家事・育
児への参画を支援しています。

女性従業員のキャリア形成支援、管理職への登用
電気事業では、発電所や送配電の現場など、男性従業員
の割合が高く、女性管理職が少ない組織が多くなっていま
す。
このため、女性の採用拡大に積極的に取り組むとともに、
キャリア形成支援などにより、女性管理職の計画的な育成、
積極的な登用に努め、
•女性管理職比率を2025年度末までに5.0％※

（2022年度実績： 3.5%）
• 中長期的には、女性従業員比率と同程度
（2022年度の女性従業員比率は9.2％）

という目標に向けて、取り組みを進めています。
2023年4月には、女性の活躍推
進に関する取り組みが優良な企業と
して、当社は「えるぼし」認定※を取得
しています。

能力・意欲の高い女性従業員の管理職登用に向
け、部門と連携を図りながら個人の特性を重視し
た計画的な育成・配置を推進

人事担当者が、業務遂行状況を確認しながら、負
担感や不安感の払拭を目的にフォロー面談を実施

ビジネススキルや意欲の向上、マネジメント能力
の伸長を目的としたセミナー受講を奨励

計画的な
育成・配置

管理職登用後の
フォロー面談の実施

セミナー開催、
受講奨励

柔軟な働き方を可能とする主な制度

有給休暇を1時間単位で取得可能

始業・終業時刻を10分単位で繰り上げ・繰り
下げ可能

日々の始業・終業時刻を柔軟に設定可能

時間単位休暇制度

スライド勤務制度

フレックス勤務制度

余暇充実や心身リフレッシュを目的に連続休暇
取得を推進

自宅や他事業所等で業務を行うことが可能

モチベーションアップや自由な発想を生み出す
雰囲気づくり

連続休暇取得の
積極推進
在宅勤務・
サテライトワーク制度

オフィスカジュアル
「くるみん」認定マーク 育児休職中の従業員

人的資本経営の実践
「人」こそがサステナビリティを推進するための最大の原動力（最大の財産）であるという考えのもと、人的資本における重
点課題として、「ダイバーシティ・インクルージョンの推進」や「未来を切り拓く人材の獲得・育成の推進」などを掲げ、従業員が
やりがいや充実感を持って仕事に取り組み、能力を最大限発揮できる活力のある職場環境の整備を進めています。

※ 以下の施策は、四国電力㈱・四国電力送配電㈱の取り組みを中心に記載

※ 次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく一般事業主行動計画に定める目標
を達成し、一定の基準を満たした企業に与えられる認定

※ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
に基づき、一定基準を満たし、女性の活躍促進状況
などが優良な企業に与えられる認定

※四国電力㈱・四国電力送配電㈱2社合計

高年齢層の積極的な活用
　現場第一線の熟練技術者や高度専門的な知識・技能を
有する人材を専門職として認定し、特定分野で活用してい
ます。
　また、豊富な業務経験を有する定年後再雇用者の活用
を通じて、現場技術力の維持・向上や技術継承の底上げを
図っています。

チャレンジド（障がい者）の雇用推進
　障がいのある方々の自立と社会参加を積極的に応援し
ていく観点から、障がい者特例子会社「㈱よんでんプラス」
を通じて、グループ内で雇用拡大を図っています。この結
果、障がい者雇用率は法定雇用率（2.3％）を上回る2.7%
（2023年6月末）※となっています。
※ 四国電力・四国電力送配電をはじめとする4社合計の雇用率

※1 次回調査は2024年度の予定
※2 他社平均：調査委託先を利用している従業員1,000人以上の80数社の平均
※3 5点満点で評価

従業員意識調査（2021年度）※1結果抜粋

あなたは、今の仕事に
やりがいを感じている

あなたは、当社で働いている
ことについて満足している

あなたは、当社で働いている
ことについて誇りを持っている

■ 当社平均　● 他社平均※2

2.5 3.0 3.5 4.0 4.5（点）※3
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従業員活力の維持・向上

サステナビリティを高める事業経営

当社は、「人間尊重企業」を企業理念に掲げ、「四国電力
コンプライアンスガイドライン」において、事業活動におけ
る人権尊重を宣言し、一人ひとりの人権・人格が尊重され、
人間らしく豊かな暮らしや仕事ができる社会に向けた取り
組みをグループ大で進めています。

「よんでんグループ安全推進委員会」のもと、グループ
全体で災害ゼロを目指して、グループ会社・協力会社も
含めて安全を推進しています。
また、毎年7月には「よんでんグループ安全強調旬間」

を設け、安全パトロールや講演会などを実施し、グループ
一体で安全意識の高揚を図っています。

人権尊重意識の啓発

　資材調達などの取引先に対して、「資材調達の基本方針」
に則り、労働や人権などに関わる法令等の遵守や作業時の
安全確保を要請するなど、サプライチェーンにおける人権
に配慮した調達活動を行っています。
また、取引先と対応な立場で共存共栄を目指す「パート
ナーシップ構築宣言」を掲げ、公正で自由な取引を推進し
ています。

サプライチェーンにおける人権尊重

労働安全衛生の徹底

人権教育・ハラスメント防止
従業員により高い人権意識を浸透させる観点から、「人

権教育推進委員会」を設置し、同委員会が定めた方針に基
づき、各職場で集合研修などを実施しています。また、
「よんでんグループ人権啓発推進連絡会」を設置し、グ
ループで人権に対する取り組みを行っています。
ハラスメント防止に向けては、専用の相談窓口を設置

し、相談者のプライバシーを保護しつつ、公平・公正な対
応を行う仕組みを整備するなど、健全な職場環境づくりを
推進しています。

健康経営への取り組み
「健康経営宣言」のもと、個別保健指導等により、肥
満や喫煙対策などの生活習慣病のリスク低減を図ってい
ます。また、メンタルヘルス対策として専門産業医、産
業保健スタッフ等によるケアを実施するなど、従業員の疾
病予防や働きやすい職場環境づくりに取り組んでいます。
こうした取り組みが評価され、当社および四国電力送
配電㈱は、経済産業省から健康経営優良法人※に４年連
続で認定されています。

資材調達の基本方針に基づく取引先へのお願い（抜粋）
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2
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請負・委託 合計
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交通災害

合計
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16.0
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全国
全国

喫煙者の割合

2023年度目標

出典：全国は厚生労働省「2019年国民健康・栄養調査」（20～60代男性の割合）
※ 当社・四国電力送配電㈱は、2社合計の割合（2022年度）
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教育研修
　人材育成については、
• 各職場での日常教育（OJT）を基本に
• 必修教育や上長推薦教育、部門ごとの業務教育等による
集合教育（OFF-JT）
• 個人の意欲・やる気にスポットをあてて、チャレンジ意欲
やモチベーションを高めていくための自己啓発支援
を効果的に組み合わせ、若手・中堅層の早期戦力化を図っ
ています。
　また、各技術系部門が策定した実践的な教育プログラム
に基づき、電力技術の保守・運用に必要な技術力や関係す
る法令・規定等の知識の習得・継承を計画的に進め、電力
の安定供給やお客さまサービスを支える「現場力」「使命
感」のDNAを着実に継承しています。

電気の安定供給を支えるDNAの継承 成長戦略に基づく人材育成

DX人材育成に向けた取り組み
　「DX人材」の育成に向けて、「四電DXラーニングプログ
ラム」を整備し、個々のレベルに応じて必要な知識・スキル
を身に着けることができる教育制度を整備しています。
　また、DX社内ポータルサイトを構築し、社内外のDX事例
の紹介や新しいデジタル技術の解説などのコンテンツを提
供することで、社員のDXリテラシーの向上を図っています。

教育体系

育成するDX人材のレベル

育 成 配 置

ＯＪＴ 日常教育 ・ 業務改善支援（提案制度）など

自己啓発 eラーニング・通信教育・公的資格取得など

業務
教育

課題別
教育

集合教育

管理者研修
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新入社員教育 低圧電気安全衛生特別研修

未来を切り拓く人材の育成・確保 人間尊重企業としての取り組み

成長事業を推進する人材の確保・育成
　2024年度の定時採用より、新たに「事業開発コース」を
設置し、従来から実施している一定の職務経験を有する人
材を対象としたキャリア採用と併せて、成長分野への適性
や挑戦意欲の高い人材の確保を進めています。また、意
欲や能力、適性のある人材を部門の垣根を超えて柔軟に
配置し、成長事業の推進役として育成しています。
　さらに、国際感覚や新たな事業領域で必要となる専門
知識の習得を目的に、英語による業務遂行能力の強化や
海外で通用するビジネススキルの習得を行うビジネスコ
ミュニケーション研修に加
えて、海外企業でのイン
ターンシップやベンチャー
企業での就業体験などの
社外での就業機会を拡充
し、有為な人材の成長を
促しています。

ビジネスコミュニケーション研修

DXエキスパート（上級）
DXを創出・牽引

DX推進者（中級）
DXを実践

DX適応者（初級）
基礎知識を理解し、DXに参加・協力

ＤＸビジネス人材
（DXリーダー、DXデザイナーなど） デジタル技術人材

裾野拡大裾野拡大

○法令・社会規範の遵守
・社会的責任を果たすうえで遵守すべき、
　  労働や人権に関わる法令・社会規範など

○安全の確保
・労働災害の防止、安全で衛生的な作業環境の確保

○環境への配慮
○適正な価格・品質の確保 など

※ 従業員等の健康管理を経営的視点から考え戦
略的に実践する「健康経営」を行っている法人
を顕彰する制度

資材調達情報の基本方針
 https://www.yonden.co.jp/business/supply/policy/index.html
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従業員活力の維持・向上

サステナビリティを高める事業経営

　当社は、「人間尊重企業」を企業理念に掲げ、「四国電力
コンプライアンスガイドライン」において、事業活動におけ
る人権尊重を宣言し、一人ひとりの人権・人格が尊重され、
人間らしく豊かな暮らしや仕事ができる社会に向けた取り
組みをグループ大で進めています。

　「よんでんグループ安全推進委員会」のもと、グループ
全体で災害ゼロを目指して、グループ会社・協力会社も
含めて安全を推進しています。
　また、毎年7月には「よんでんグループ安全強調旬間」
を設け、安全パトロールや講演会などを実施し、グループ
一体で安全意識の高揚を図っています。

人権尊重意識の啓発

　資材調達などの取引先に対して、「資材調達の基本方針」
に則り、労働や人権などに関わる法令等の遵守や作業時の
安全確保を要請するなど、サプライチェーンにおける人権
に配慮した調達活動を行っています。　
　また、取引先と対応な立場で共存共栄を目指す「パート
ナーシップ構築宣言」を掲げ、公正で自由な取引を推進し
ています。

サプライチェーンにおける人権尊重

労働安全衛生の徹底

人権教育・ハラスメント防止
　従業員により高い人権意識を浸透させる観点から、「人
権教育推進委員会」を設置し、同委員会が定めた方針に基
づき、各職場で集合研修などを実施しています。また、
「よんでんグループ人権啓発推進連絡会」を設置し、グ
ループで人権に対する取り組みを行っています。
ハラスメント防止に向けては、専用の相談窓口を設置

し、相談者のプライバシーを保護しつつ、公平・公正な対
応を行う仕組みを整備するなど、健全な職場環境づくりを
推進しています。

健康経営への取り組み
「健康経営宣言」のもと、個別保健指導等により、肥
満や喫煙対策などの生活習慣病のリスク低減を図ってい
ます。また、メンタルヘルス対策として専門産業医、産
業保健スタッフ等によるケアを実施するなど、従業員の疾
病予防や働きやすい職場環境づくりに取り組んでいます。
　こうした取り組みが評価され、当社および四国電力送
配電㈱は、経済産業省から健康経営優良法人※に４年連
続で認定されています。

資材調達の基本方針に基づく取引先へのお願い（抜粋）
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出典：全国は厚生労働省「2019年国民健康・栄養調査」（20～60代男性の割合）
※ 当社・四国電力送配電㈱は、2社合計の割合（2022年度）
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教育研修
　人材育成については、
• 各職場での日常教育（OJT）を基本に
• 必修教育や上長推薦教育、部門ごとの業務教育等による
集合教育（OFF-JT）
• 個人の意欲・やる気にスポットをあてて、チャレンジ意欲
やモチベーションを高めていくための自己啓発支援
を効果的に組み合わせ、若手・中堅層の早期戦力化を図っ
ています。
また、各技術系部門が策定した実践的な教育プログラム
に基づき、電力技術の保守・運用に必要な技術力や関係す
る法令・規定等の知識の習得・継承を計画的に進め、電力
の安定供給やお客さまサービスを支える「現場力」「使命
感」のDNAを着実に継承しています。

電気の安定供給を支えるDNAの継承 成長戦略に基づく人材育成

DX人材育成に向けた取り組み
「DX人材」の育成に向けて、「四電DXラーニングプログ
ラム」を整備し、個々のレベルに応じて必要な知識・スキル
を身に着けることができる教育制度を整備しています。
また、DX社内ポータルサイトを構築し、社内外のDX事例
の紹介や新しいデジタル技術の解説などのコンテンツを提
供することで、社員のDXリテラシーの向上を図っています。

教育体系

育成するDX人材のレベル

育 成 配 置

ＯＪＴ 日常教育 ・ 業務改善支援（提案制度）など

自己啓発 eラーニング・通信教育・公的資格取得など
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未来を切り拓く人材の育成・確保 人間尊重企業としての取り組み

成長事業を推進する人材の確保・育成
2024年度の定時採用より、新たに「事業開発コース」を

設置し、従来から実施している一定の職務経験を有する人
材を対象としたキャリア採用と併せて、成長分野への適性
や挑戦意欲の高い人材の確保を進めています。また、意
欲や能力、適性のある人材を部門の垣根を超えて柔軟に
配置し、成長事業の推進役として育成しています。
さらに、国際感覚や新たな事業領域で必要となる専門
知識の習得を目的に、英語による業務遂行能力の強化や
海外で通用するビジネススキルの習得を行うビジネスコ
ミュニケーション研修に加
えて、海外企業でのイン
ターンシップやベンチャー
企業での就業体験などの
社外での就業機会を拡充
し、有為な人材の成長を
促しています。

ビジネスコミュニケーション研修

DXエキスパート（上級）
DXを創出・牽引

DX推進者（中級）
DXを実践

DX適応者（初級）
基礎知識を理解し、DXに参加・協力

ＤＸビジネス人材
（DXリーダー、DXデザイナーなど） デジタル技術人材

裾野拡大裾野拡大

○法令・社会規範の遵守
・社会的責任を果たすうえで遵守すべき、
　  労働や人権に関わる法令・社会規範など

○安全の確保
・労働災害の防止、安全で衛生的な作業環境の確保

○環境への配慮
○適正な価格・品質の確保　　など

※ 従業員等の健康管理を経営的視点から考え戦
略的に実践する「健康経営」を行っている法人
を顕彰する制度

資材調達情報の基本方針
 https://www.yonden.co.jp/business/supply/policy/index.html
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社外取締役からのメッセージ

コーポレートガバナンス体制
①取締役会（議長：佐伯 勇人)
• 社外取締役5名（うち女性2名）を含む14名で構成
• 重要な業務執行に関する意思決定および取締役の職務
執行を監督

②監査等委員会（委員長：川原 央）
• 社外取締役5名（うち女性2名）と社内取締役1名で構成
• 取締役会等の重要会議への出席や代表取締役との定
期的な懇談などを通じて、経営に関する意見交換・助言
等を実施
• 重要書類の閲覧・調査等を通じ、業務執行取締役の職
務執行の監査を実施

③人事検討委員会（委員長：髙畑 富士子［社外取締役］）
• 社外取締役5名と社内取締役2名で構成
• 代表取締役および取締役、役付執行役員の選任・解任、
相談役・顧問の委嘱・解嘱に関する事項等を審議

④報酬検討委員会（委員長：香川 亮平［社外取締役］）
• 社外取締役5名と社内取締役1名で構成
• 取締役会の諮問に基づき、取締役の報酬水準や取締役の
報酬に係る株主総会議案の内容等を審議・答申

⑤常務会
• 取締役社長 社長執行役員および本部・部門を統括する
役付執行役員で構成(なお、取締役会長および監査等委
員である取締役も出席可能)
• 取締役会への付議事項や業務執行に関する重要事項を
審議

⑥内部監査部門
• 毎年度の基本方針・計画であるグループ経営計画を軸とし
たマネジメントサイクルの実施状況、各職位の責任・権限
に基づく適正な業務執行や効率的な業務運営について、内
部監査を実施

取締役 監査等委員
 大塚　岩男

コーポレートガバナンスの充実・強化
ガバナンスの強化や株主・投資家の皆さまとの対話を通じた経営の透明性の確保、コンプライアンスの推進などに取り組み、
企業価値の向上を図っています。

サステナビリティを高める事業経営

よんでんコーポレートガバナンス基本方針
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/policy/governance.html

コーポレート・ガバナンス報告書
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/library/governance.html

WWWWWW

　「コーポレートガバナンス」の目指すところは「会社の持
続的な成長と中長期的な企業価値の向上」への対応を通
じて「会社、投資家、経済全体の発展」につなげることです。
　言い換えれば、環境や社会構造などの変化による社会
課題や顧客ニーズの変化を時間軸のなかでとらえ、株主、
顧客、従業員、地域社会などステークホルダーとのコミュ
ニケーション・協働を通じて、透明・公正を意識しながら、
迅速・果断に「攻めと守り」を実践し、ステークホルダーと
ともに成長・発展するということです。 　
　当社においては、2015年「よんでんコーポレートガバナン
ス基本方針」の策定やその後の監査等委員会設置会社へ
の移行をはじめガバナンスの強化に努め、今期においては
取締役等の「業績連動報酬制度」を報酬検討委員会の審議
を経て導入するなど、体制整備は着実に進んでいます。
　脱炭素社会への移行が大きなテーマである今、よんでん
グループが最も期待されていることは、経営基盤・財務基盤
の強化・安定を図りつつ、それを背景に四国の産業や家庭
へ、脱炭素社会への移行段階に応じて必要とされる電源を
確保して安定的に電力供給することです。さらに、脱炭素化
に伴い産業界からの電力関連支援ニーズは拡大しており、
グループの保有する技術や知見をもってこれにしっかりと応
えていくことも重要です。また、人口減少・少子高齢化の進
む四国の持続性を確保するために、よんでんグループのもつ

総合力と人財が果たすべき役割と期待は極めて大きいもの
があります。まさにサステナビリティを高める「攻め」が、四
国地域の成長と持続性、そしてよんでんグループの成長と価
値向上につながるのであり、社外取締役として四国の地銀
経営経験に基づく提言が求められていると考えています。
　一方、「顧客情報の目的外利用事案」の発生は「守り」に
おける問題事案であり、取締役会、監査等委員会において
社外取締役がそれぞれの知見から経営陣とディスカッ
ションを行い、発生原因と問題点、役員・従業員の意識な
ど組織風土について検証し、再発防止体制の整備に取り組
みました。今後、内部統制システムの強化、透明性向上に向
けて、社外取締役として一層監督の強化に努めて参ります。
　電力事業者として、また四国のトップ企業として、よん
でんグループの責任と役割は重くかつ大きいものがあり、
社外取締役としての私の責任は極めて大きく、その自覚を
もってよんでんグループの「攻めと守り」に貢献して参りた
いと考えています。

G
ガバナンス

　「低廉で良質な電気を安定的にお届けすることで、地域の発展に貢献する」という基本的使命のもと、「よんでんコーポ
レートガバナンス基本方針」やコーポレートガバナンス・コードに示された「実効的なコーポレートガバナンスの実現に資す
る主要な原則」を踏まえて、公正かつ迅速・果敢な意思決定を行い、持続的な企業価値の向上を図っています。

1. 株主の権利および平等性が実質的に確保されるよう努めます。
2. 様々なステークホルダーとの適切な協働に努めます。
3. 適時適正な情報開示に主体的に取り組み、透明性の確保に努めます。
4. 監査等委員会設置会社制度のもと、業務執行および経営監督機能の強化に努めます。
5. 株主・投資家との建設的な対話に努めます。

コーポレートガバナンスの基本方針

（監査等委員である取締役を除く） （監査等委員である取締役）

⑤常務会（重要事項の審議）

・環境マネジメント委員会
・社会共創委員会
・コンプライアンス推進委員会
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⑥内部監査部門

コンプライアンス相談窓口
（社内:総務部内、社外:弁護士）

よんでんコーポレートガバナンス基本方針 ～コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方～
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社外取締役からのメッセージ

コーポレートガバナンス体制
①取締役会（議長：佐伯 勇人)
• 社外取締役5名（うち女性2名）を含む14名で構成
• 重要な業務執行に関する意思決定および取締役の職務
執行を監督

②監査等委員会（委員長：川原 央）
• 社外取締役5名（うち女性2名）と社内取締役1名で構成
• 取締役会等の重要会議への出席や代表取締役との定
期的な懇談などを通じて、経営に関する意見交換・助言
等を実施
• 重要書類の閲覧・調査等を通じ、業務執行取締役の職
務執行の監査を実施

③人事検討委員会（委員長：髙畑 富士子［社外取締役］）　
• 社外取締役5名と社内取締役2名で構成
• 代表取締役および取締役、役付執行役員の選任・解任、
相談役・顧問の委嘱・解嘱に関する事項等を審議

④報酬検討委員会（委員長：香川 亮平［社外取締役］）
• 社外取締役5名と社内取締役1名で構成
• 取締役会の諮問に基づき、取締役の報酬水準や取締役の
報酬に係る株主総会議案の内容等を審議・答申

⑤常務会
• 取締役社長 社長執行役員および本部・部門を統括する
役付執行役員で構成(なお、取締役会長および監査等委
員である取締役も出席可能)
• 取締役会への付議事項や業務執行に関する重要事項を
審議

⑥内部監査部門
• 毎年度の基本方針・計画であるグループ経営計画を軸とし
たマネジメントサイクルの実施状況、各職位の責任・権限
に基づく適正な業務執行や効率的な業務運営について、内
部監査を実施

取締役 監査等委員
 大塚　岩男

コーポレートガバナンスの充実・強化
ガバナンスの強化や株主・投資家の皆さまとの対話を通じた経営の透明性の確保、コンプライアンスの推進などに取り組み、
企業価値の向上を図っています。

サステナビリティを高める事業経営

よんでんコーポレートガバナンス基本方針
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/policy/governance.html

コーポレート・ガバナンス報告書
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/library/governance.html
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「コーポレートガバナンス」の目指すところは「会社の持
続的な成長と中長期的な企業価値の向上」への対応を通
じて「会社、投資家、経済全体の発展」につなげることです。
言い換えれば、環境や社会構造などの変化による社会

課題や顧客ニーズの変化を時間軸のなかでとらえ、株主、
顧客、従業員、地域社会などステークホルダーとのコミュ
ニケーション・協働を通じて、透明・公正を意識しながら、
迅速・果断に「攻めと守り」を実践し、ステークホルダーと
ともに成長・発展するということです。
　当社においては、2015年「よんでんコーポレートガバナン
ス基本方針」の策定やその後の監査等委員会設置会社へ
の移行をはじめガバナンスの強化に努め、今期においては
取締役等の「業績連動報酬制度」を報酬検討委員会の審議
を経て導入するなど、体制整備は着実に進んでいます。
脱炭素社会への移行が大きなテーマである今、よんでん

グループが最も期待されていることは、経営基盤・財務基盤
の強化・安定を図りつつ、それを背景に四国の産業や家庭
へ、脱炭素社会への移行段階に応じて必要とされる電源を
確保して安定的に電力供給することです。さらに、脱炭素化
に伴い産業界からの電力関連支援ニーズは拡大しており、
グループの保有する技術や知見をもってこれにしっかりと応
えていくことも重要です。また、人口減少・少子高齢化の進
む四国の持続性を確保するために、よんでんグループのもつ

総合力と人財が果たすべき役割と期待は極めて大きいもの
があります。まさにサステナビリティを高める「攻め」が、四
国地域の成長と持続性、そしてよんでんグループの成長と価
値向上につながるのであり、社外取締役として四国の地銀
経営経験に基づく提言が求められていると考えています。
一方、「顧客情報の目的外利用事案」の発生は「守り」に

おける問題事案であり、取締役会、監査等委員会において
社外取締役がそれぞれの知見から経営陣とディスカッ
ションを行い、発生原因と問題点、役員・従業員の意識な
ど組織風土について検証し、再発防止体制の整備に取り組
みました。今後、内部統制システムの強化、透明性向上に向
けて、社外取締役として一層監督の強化に努めて参ります。
　電力事業者として、また四国のトップ企業として、よん
でんグループの責任と役割は重くかつ大きいものがあり、
社外取締役としての私の責任は極めて大きく、その自覚を
もってよんでんグループの「攻めと守り」に貢献して参りた
いと考えています。

G
ガバナンス

「低廉で良質な電気を安定的にお届けすることで、地域の発展に貢献する」という基本的使命のもと、「よんでんコーポ
レートガバナンス基本方針」やコーポレートガバナンス・コードに示された「実効的なコーポレートガバナンスの実現に資す
る主要な原則」を踏まえて、公正かつ迅速・果敢な意思決定を行い、持続的な企業価値の向上を図っています。

1. 株主の権利および平等性が実質的に確保されるよう努めます。
2. 様々なステークホルダーとの適切な協働に努めます。
3. 適時適正な情報開示に主体的に取り組み、透明性の確保に努めます。
4. 監査等委員会設置会社制度のもと、業務執行および経営監督機能の強化に努めます。
5. 株主・投資家との建設的な対話に努めます。

コーポレートガバナンスの基本方針

（監査等委員である取締役を除く） （監査等委員である取締役）

⑤常務会（重要事項の審議）

・環境マネジメント委員会
・社会共創委員会
・コンプライアンス推進委員会

選任・解任 選任・解任 選任・解任

監査

連携

報告 報
告

監査報告

監査等

諮問

答申

報告報告
指示

指示

統制

指示

内部監査

選定・解職・監督

株主総会

①取締役会

（代表取締役）
取締役社長 社長執行役員

業務執行部門

グループ会社

③
人
事
検
討
委
員
会

④
報
酬
検
討
委
員
会

取締役 ②監査等委員会

会
計
監
査
人

サステナビリティ推進会議

監査等委員会室

⑥内部監査部門

コンプライアンス相談窓口
（社内:総務部内、社外:弁護士）

よんでんコーポレートガバナンス基本方針 ～コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方～
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よんでんグループの価値創造 トップメッセージ 事業活動による価値創造 サステナビリティを高める事業経営 財務・会社情報



　取締役会では、多様な意見に基づく十分な審議と迅速か
つ合理的な意思決定を行うことが重要です。
　このため、当社では、経営戦略等に照らして備えるべきス
キルを特定したうえで、専門分野や経歴の異なる業務執行取
締役と独立した複数の社外取締役を選任することで、多様性
と適正規模を確保しつつ、取締役会全体で事業経営に必要な
知識・経験・能力をバランスよく備えた構成としています。
　取締役候補者については、以下の基準を満たす者を取締
役会で指名しており、事前に「人事検討委員会」で候補者を
審議したうえで、
•取締役候補者（監査等委員を除く）については、監査等
委員会で説明する

•監査等委員である取締役候補者については、監査等
委員会での同意を得る

こととしています。

取締役会の構成、指名方針

　取締役の報酬については、当社の基本的使命の実現や
持続的な企業価値向上を目指す取締役の職責の対価とし
て適切な報酬となるよう、会社業績や職務の内容・執行状
況のほか、上場会社を中心とした他企業の報酬水準などを
総合勘案のうえ、決定しています。
　具体的な報酬水準については、報酬検討委員会からの
答申に基づき、株主総会決議で定められた限度額の範囲
内で、取締役会が決定しています。

取締役報酬の考え方

毎年、全ての取締役に取締役会の実効性に関するアン
ケート調査を実施し、回答結果に基づき、取締役会の構
成・ガバナンス・運営などについて評価しています。
　2022年度のアンケート結果を踏まえると、当社として
は、取締役会の実効性は適切に確保されていると判断して
います。また、第三者である弁護士からも、アンケート項目、
評価結果および今後の対応について、妥当との見解を得て
います。
当社としては、引き続き、取締役からの意見を踏まえ、ガ

バナンスの最適化や取締役会のさらなる実効性向上を図
ってまいります。

取締役会の実効性評価

日々の業務を適正かつ効率的に実施できるよう、内部統
制を有効に機能させるためには、健全な企業風土の醸成や
責任と権限の明確化、リスクに応じた管理体制の構築など
に取り組むとともに、そうした仕組みの運用状況を定期的
にチェック・改善していくことが重要です。
当社は、社会から信頼を得ることの重要性を認識したう

えで、適法・適正で効率的な事業活動を遂行していくため
に、内部統制の基本方針となる「業務の適正を確保するた
めの体制」を取締役会で決議し、この方針に則って、事業運
営を進めています。
また、役員、従業員への理解浸透を継続的に図ることで、
内部統制の充実に取り組んでいます。

行為規制に係る内部統制体制の強化
四国電力送配電㈱が管理するお客さま情報の目的外利
用の発生等を受けて、行為規制に係る内部統制体制を強
化し、再発防止と信頼回復に取り組んでいます。

適正な内部統制コーポレートガバナンスの充実

＜適切と判断した理由＞
•取締役会は、多様性と適正規模を確保しつつ、全体
として知識・経験・能力をバランスよく備えた構成と
なっていること
•任意の委員会（人事検討委員会・報酬検討委員会）
の委員長を社外取締役とすることで、独立性と取締
役会への牽制機能が確保された体制を整備し、ガバ
ナンスの機能向上が図られていること
•議案の事前説明を充実させることなどにより、取締役
会における議論の時間が適切に確保できていること

＜要望・今後の課題＞
•社外取締役に対する情報共有や意見交換の機会のさ
らなる充実を図ること

① 人格・識見・能力ともに優れ、高い倫理観と遵法精神
を有すること

② 当社の基本的使命や企業理念を理解し、持続的な企
業価値向上と地域の発展に貢献できること

③ 取締役会の構成員として、全社的な見地から経営の
意思決定と監督を的確に遂行できること

④ 法令上求められる取締役としての適格要件を満たす
こと

コーポレートガバナンスの充実・強化
サステナビリティを高める事業経営

2022年度報告書
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/library/report.html

コーポレートガバナンス報告書
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/library/governance.html
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取締役候補者の指名手続き

報酬支給額（2022年度）

取締役会の実効性評価（2022年度のアンケート調査概要）

取締役会、監査等委員会の開催回数・出席率
（2022年度）

（参考） 取締役の報酬限度額 ［全員の総額］

取締役候補者の基準

人事検討委員会機関
対象 監査等委員会

報酬等の種類別総額

（百万円）

（百万円）

賞与
（業績連動
報酬等）

月報酬額
[年額]

株式報酬
（非金銭
報酬等）

対象となる
役員数

報酬等の
総額

280

28

43

250

28

43

10

1

5

29ー

役員区分

役員区分 報酬限度額 株式報酬

取締役
（監査等委員を除く）

監査等委員である
取締役 10【月額】

456【年額】

取締役
（監査等委員
を除く）

取締役
監査等委員
（社内）

社外取締役

取締役会

審議 決議

・選任等に関する
意見決定
・株主総会での
意見陳述

・3事業年度で160百万円
・年間5万ポイント※

同意

取締役
（監査等委員を除く）

取締役 監査等委員

は任意 は法定

※ 取締役（監査等委員の取締役を除く）の定員は13名以内、監査等委員の取締役の
員数７名以内と規定

※ 2022年6月開催の株主総会にて退任した取締役への報酬等の総額および当該取締
役人数を含む。

※ 1ポイント＝1株

開催回数 出席率

取締役会 11 98.7%

監査等委員会 18 97.7%

行為規制に係る新たな内部統制体制
役　割名　称

行為規制遵守
プロジェクト

社
内

社
外

第三者チェック

 ＜取締役（監査等委員を除く）＞
•月額報酬  ［70％程度］
•業績連動報酬　［１0～ 20％程度］
　（短期的な業績向上インセンティブ）

•株式報酬　［10%程度］
　（中長期的な企業価値増大のインセンティブ）
＜監査等委員である取締役＞
•月額報酬 ［100％］

基準指標に連結経常利益と配当を設定し、ESGに関する取り
組み状況を加味して支給額を決定

取締役の報酬

P.26参照

・ 全社を統括
・全社的な行為規制に係る取り組みの推
進・統括（営業部門の監視・指導、行為規
制に関する全社教育やリスクの再点検、
ルール設計など）

意識改革・業務改善
推進プロジェクト

・ 営業部門を統括
・営業部門における再発防止策の推進・統
括（行為規制に関する研修、業務フロー
等の点検、職場巡回など）

・ 外部専門家等による監査
・全社的な行為規制遵守の取り組み全般
に対する助言・指導

行為規制監査
・ 内部監査部門に設置
・全社的な行為規制遵守状況を専門的に
監査
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取締役会では、多様な意見に基づく十分な審議と迅速か
つ合理的な意思決定を行うことが重要です。
このため、当社では、経営戦略等に照らして備えるべきス
キルを特定したうえで、専門分野や経歴の異なる業務執行取
締役と独立した複数の社外取締役を選任することで、多様性
と適正規模を確保しつつ、取締役会全体で事業経営に必要な
知識・経験・能力をバランスよく備えた構成としています。
取締役候補者については、以下の基準を満たす者を取締
役会で指名しており、事前に「人事検討委員会」で候補者を
審議したうえで、
•取締役候補者（監査等委員を除く）については、監査等
　委員会で説明する
•監査等委員である取締役候補者については、監査等
　委員会での同意を得る
こととしています。

取締役会の構成、指名方針

取締役の報酬については、当社の基本的使命の実現や
持続的な企業価値向上を目指す取締役の職責の対価とし
て適切な報酬となるよう、会社業績や職務の内容・執行状
況のほか、上場会社を中心とした他企業の報酬水準などを
総合勘案のうえ、決定しています。
具体的な報酬水準については、報酬検討委員会からの
答申に基づき、株主総会決議で定められた限度額の範囲
内で、取締役会が決定しています。

取締役報酬の考え方

　毎年、全ての取締役に取締役会の実効性に関するアン
ケート調査を実施し、回答結果に基づき、取締役会の構
成・ガバナンス・運営などについて評価しています。
　2022年度のアンケート結果を踏まえると、当社として
は、取締役会の実効性は適切に確保されていると判断して
います。また、第三者である弁護士からも、アンケート項目、
評価結果および今後の対応について、妥当との見解を得て
います。
　当社としては、引き続き、取締役からの意見を踏まえ、ガ
バナンスの最適化や取締役会のさらなる実効性向上を図
ってまいります。

取締役会の実効性評価

　日々の業務を適正かつ効率的に実施できるよう、内部統
制を有効に機能させるためには、健全な企業風土の醸成や
責任と権限の明確化、リスクに応じた管理体制の構築など
に取り組むとともに、そうした仕組みの運用状況を定期的
にチェック・改善していくことが重要です。
　当社は、社会から信頼を得ることの重要性を認識したう
えで、適法・適正で効率的な事業活動を遂行していくため
に、内部統制の基本方針となる「業務の適正を確保するた
めの体制」を取締役会で決議し、この方針に則って、事業運
営を進めています。
　また、役員、従業員への理解浸透を継続的に図ることで、
内部統制の充実に取り組んでいます。

行為規制に係る内部統制体制の強化
　四国電力送配電㈱が管理するお客さま情報の目的外利
用の発生等を受けて、行為規制に係る内部統制体制を強
化し、再発防止と信頼回復に取り組んでいます。

適正な内部統制コーポレートガバナンスの充実

＜適切と判断した理由＞
•取締役会は、多様性と適正規模を確保しつつ、全体
として知識・経験・能力をバランスよく備えた構成と
なっていること
•任意の委員会（人事検討委員会・報酬検討委員会）
の委員長を社外取締役とすることで、独立性と取締
役会への牽制機能が確保された体制を整備し、ガバ
ナンスの機能向上が図られていること
•議案の事前説明を充実させることなどにより、取締役
会における議論の時間が適切に確保できていること

＜要望・今後の課題＞
•社外取締役に対する情報共有や意見交換の機会のさ
らなる充実を図ること

① 人格・識見・能力ともに優れ、高い倫理観と遵法精神
を有すること

② 当社の基本的使命や企業理念を理解し、持続的な企
業価値向上と地域の発展に貢献できること

③ 取締役会の構成員として、全社的な見地から経営の
意思決定と監督を的確に遂行できること

④ 法令上求められる取締役としての適格要件を満たす
こと

コーポレートガバナンスの充実・強化
サステナビリティを高める事業経営

2022年度報告書
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/library/report.html

コーポレートガバナンス報告書
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/library/governance.html
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取締役候補者の指名手続き

報酬支給額（2022年度）

取締役会の実効性評価（2022年度のアンケート調査概要）

取締役会、監査等委員会の開催回数・出席率
（2022年度）

（参考） 取締役の報酬限度額 ［全員の総額］

取締役候補者の基準

人事検討委員会機関
対象 監査等委員会

報酬等の種類別総額

（百万円）

（百万円）

賞与
（業績連動
報酬等）

月報酬額
[年額]

株式報酬
（非金銭
報酬等）

対象となる
役員数

報酬等の
総額

280

28

43

250

28

43

10

1

5

29ー

役員区分

役員区分 報酬限度額 株式報酬

取締役
（監査等委員を除く）

監査等委員である
取締役 10【月額】

456【年額】

取締役
（監査等委員
を除く）

取締役
監査等委員
（社内）

社外取締役

取締役会

審議 決議

・選任等に関する
意見決定
・株主総会での
意見陳述

・3事業年度で160百万円
・年間5万ポイント※

同意

取締役
（監査等委員を除く）

取締役 監査等委員

は任意 は法定

※ 取締役（監査等委員の取締役を除く）の定員は13名以内、監査等委員の取締役の
　 員数７名以内と規定

※ 2022年6月開催の株主総会にて退任した取締役への報酬等の総額および当該取締
　 役人数を含む。

※ 1ポイント＝1株

開催回数 出席率

取締役会 11 98.7%

監査等委員会 18 97.7%

行為規制に係る新たな内部統制体制
役　割名　称

行為規制遵守
プロジェクト

社
内

社
外

第三者チェック

＜取締役（監査等委員を除く）＞
•月額報酬  ［70％程度］
•業績連動報酬　［１0～ 20％程度］
（短期的な業績向上インセンティブ）

•株式報酬　［10%程度］
（中長期的な企業価値増大のインセンティブ）
＜監査等委員である取締役＞
•月額報酬 ［100％］

基準指標に連結経常利益と配当を設定し、ESGに関する取り
組み状況を加味して支給額を決定

取締役の報酬

P.26参照

・ 全社を統括
・ 全社的な行為規制に係る取り組みの推
進・統括（営業部門の監視・指導、行為規
制に関する全社教育やリスクの再点検、
ルール設計など）

意識改革・業務改善
推進プロジェクト

・ 営業部門を統括
・ 営業部門における再発防止策の推進・統
括（行為規制に関する研修、業務フロー
等の点検、職場巡回など）

・ 外部専門家等による監査
・ 全社的な行為規制遵守の取り組み全般
に対する助言・指導

行為規制監査
・ 内部監査部門に設置
・ 全社的な行為規制遵守状況を専門的に
監査
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電力他社の独占禁止法違反が社会的な問題となってい
ることを踏まえ、当社は、カルテル、談合およびその疑い
を招く行為を防止する観点から、「競合他社との接触管理
規程」を2023年4月に制定し、競合他社との接触に関し
て遵守すべき事項や問題があった場合の対応、社内報告
等のルールを定めました。
また、取締役や営業・企画部門の幹部を対象に、独占禁
止法を専門とする弁護士による勉強会を実施し、カルテル
を防止するための留意点等について、改めて認識の共有
を図っています。

競合他社との接触管理規程の制定

気候変動を含む社会的課題や事業環境、経営資源など
を踏まえて、事業運営に重大な影響を及ぼす可能性のあ
るリスクについては、　「リスク管理規程」に基づき、毎年、
経営層でチェック・アンド・レビューを実施しています。ま
た、その結果を次年度の経営計画に反映することで、リス
クの未然防止・低減を図っているほか、変化に伴い発生す
る「機会」を上手く活用して、新たな価値創造につながる
取り組みを進めています。

また、全社横断的なリスクについては、必要に応じて専
門の委員会を設置し、総合的な判断のもとで適切に対処
しており、自然災害などの非常事態においても、被害の最
小化と早期復旧が図れるよう、個別の規程やマニュアル
等を整備し、管理体制を明確化しています。
さらに、危機情報が速やかに集まる窓口として、「危機

ホットライン」を設置し、全従業員に危機管理の重要性を
周知徹底することで、適切な情報共有を図っています。

リスク管理体制

保有する株式は、電気事業の効率的な運営など、当社
グループの持続的な企業価値向上に資するものに限定し
ています。
上場株式については、毎年、事業運営上の重要性や資
本コストを踏まえた収益性等を勘案して保有の合理性を
検証したうえで取締役会に報告し、保有の必要性が低下し
た株式は、速やかに売却しています。　
一方、非上場株式については、取引関係の強化や新規
事業に向けた協力関係構築の観点から、2022年度にお
いて株式数が増加しています。

株式の政策保有の考え方

主要なリスクと機会

コーポレートガバナンスの充実・強化
サステナビリティを高める事業経営

想定されるリスク 想定される機会主な事象

①エネルギー政策、
　電気事業制度の変更

②環境規制の強化

③原子力事業を
　取り巻く環境変化

④市場動向

電
気
事
業

電
気
事
業
以
外

共
通

⑤設備・操業トラブル等

①電気事業以外の事業

①コンプライアンス

•政策・制度の見直しによる収益機会の発生
　→国の審議会における議論状況の把握　等

•再生可能エネルギーの導入拡大
　→再エネの新規開発・導入拡大

•供給設備の効率向上
　→火力発電の高効率化

•電化促進・省エネ進展
　→電化コンサル、太陽光PPA、
　　地域社会への脱炭素支援の推進

•安定的な燃料調達
　→調達先の分散化、調達方法の多様化

•収益機会の拡大
　→販売手法・チャネルの多様化、販売エリア拡大
　→複数市場の活用による収益最大化

•新たなサービス・事業の創出
　→太陽光PPA、分散型エネルギー事業の推進

•政策・制度の見直しによる規制強化
→国の審議会における議論状況の把握、政策当局との
　対話　等

•規制強化による火力発電の運転制約、発電コスト増大　等
　→気候変動シナリオに基づくリスクと機会の分析と対応

•供給設備の高経年化や大規模自然災害による設備の
損傷・操業トラブルの発生　等
　→右記参照

•法令違反等に伴う社会的信用の低下　等
　→役職員へのコンプライアンス意識の浸透と内部統制
　　体制の強化

•訴訟や法令変更等による長期停止に伴う代替火力燃料
費の増加、追加対策に伴う設備投資等の増加
　→右記の「伊方発電所の安全性向上、安定運転の継続
　等」を参照

•原子燃料サイクル等に係る国の制度見直し　等 
　→国の審議会における議論状況の把握、政策当局との
　対話　等

•燃料価格や為替相場の著しい変動
　→右記の「安定的な燃料調達」を参照

•市場競争による小売販売電力量・単価の下落、FIT電
気の増加に伴う卸販売単価の下落
　→右記の「収益機会の拡大」を参照

•人口減少や省エネ・蓄電池等の普及による系統電力
　需要の減少　等
　→右記の「新たなサービス・事業の創出」を参照

•個別事業における市場環境の変化やカントリーリスク
の顕在化
→事業運営において想定されるリスクの把握・管理

•分散型電源の普及、技術革新の進展に伴うエネルギー
事業の構造変化　等
　→右記の「エネルギー事業での新たなニーズの高まり」
を参照

P.65参照

P.35参照

• 伊方発電所の安全性向上､安定運転の継続　等
　→重大事故等に備えた安全対策の実施
　→情報公開の徹底、立地地域の皆さまとの対話活動に

よる社会とのコミュニケーション

•市場環境の変化・機会を捉えた対応
　▪デジタル化・DXの潮流
　→情報通信事業の拡大
　▪世界的なエネルギー需要の高まり
　→国際事業の拡大

•エネルギー事業での新たなニーズの高まり
　→DX、分散型エネルギー事業への取り組み

P.36参照

P.42参照

P.43参照

• 供給設備の適切な点検・保全・レジリエンス強化
　→火力・水力の安定運転、送配電設備の最適化、
　　災害発生に備えたハード・ソフト面の対応等

•ガバナンスの強化、透明性向上ニーズの高まり
　→コーポレートガバナンスの充実・強化

P.49－52参照

P.45など参照

P.26、67など参照

P38、45など参照

P.32、55参照

P.37－38参照

P.63－64参照

P.33－34参照

［→は当社の対応］

リスク管理のPDCA

【経営レベル（Plan）】

経営層で議論し、
経営計画に反映

【各部門等（Action）】

リスク・機会の
評価・優先づけ

【各部門等（Check）】

リスク・機会の
認識

【各部門等（Do）】
業務の執行
リスク・機会の
モニタリング

リスクと機会への対応

P.37－38参照

株式の保有状況（2022年度末） （億円）

B/S
計上額銘柄数

銘柄数 B/S計上額

上場株式 2 7

68 284※

▲6

1

▲26

▲4非上場株式

前年度差

※ 原子力関係として上場株式1銘柄3億円、非上場株式9銘柄265億円、合計10銘柄
269億円を保有しており、そのうち256億円は日本原燃株式会社の株式である。同
社事業は、核燃料サイクルで重要な役割を担っており、原子力発電所の安定運転に必
要なことから出資している。

P33、P34、P39参照
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電力他社の独占禁止法違反が社会的な問題となってい
ることを踏まえ、当社は、カルテル、談合およびその疑い
を招く行為を防止する観点から、「競合他社との接触管理
規程」を2023年4月に制定し、競合他社との接触に関し
て遵守すべき事項や問題があった場合の対応、社内報告
等のルールを定めました。
また、取締役や営業・企画部門の幹部を対象に、独占禁
止法を専門とする弁護士による勉強会を実施し、カルテル
を防止するための留意点等について、改めて認識の共有
を図っています。

競合他社との接触管理規程の制定

気候変動を含む社会的課題や事業環境、経営資源など
を踏まえて、事業運営に重大な影響を及ぼす可能性のあ
るリスクについては、「リスク管理規程」に基づき、毎年、
経営層でチェック・アンド・レビューを実施しています。ま
た、その結果を次年度の経営計画に反映することで、リス
クの未然防止・低減を図っているほか、変化に伴い発生す
る「機会」を上手く活用して、新たな価値創造につながる
取り組みを進めています。

また、全社横断的なリスクについては、必要に応じて専
門の委員会を設置し、総合的な判断のもとで適切に対処
しており、自然災害などの非常事態においても、被害の最
小化と早期復旧が図れるよう、個別の規程やマニュアル
等を整備し、管理体制を明確化しています。
さらに、危機情報が速やかに集まる窓口として、「危機

ホットライン」を設置し、全従業員に危機管理の重要性を
周知徹底することで、適切な情報共有を図っています。

リスク管理体制

保有する株式は、電気事業の効率的な運営など、当社
グループの持続的な企業価値向上に資するものに限定し
ています。
上場株式については、毎年、事業運営上の重要性や資
本コストを踏まえた収益性等を勘案して保有の合理性を
検証したうえで取締役会に報告し、保有の必要性が低下し
た株式は、速やかに売却しています。
一方、非上場株式については、取引関係の強化や新規
事業に向けた協力関係構築の観点から、2022年度にお
いて株式数が増加しています。

株式の政策保有の考え方

主要なリスクと機会

コーポレートガバナンスの充実・強化
サステナビリティを高める事業経営

想定されるリスク 想定される機会主な事象

①エネルギー政策、
電気事業制度の変更

②環境規制の強化

③原子力事業を
取り巻く環境変化

④市場動向

電
気
事
業

電
気
事
業
以
外

共
通

⑤設備・操業トラブル等

①電気事業以外の事業

①コンプライアンス

•政策・制度の見直しによる収益機会の発生
→国の審議会における議論状況の把握　等

•再生可能エネルギーの導入拡大
→再エネの新規開発・導入拡大

•供給設備の効率向上
→火力発電の高効率化

•電化促進・省エネ進展
→電化コンサル、太陽光PPA、
地域社会への脱炭素支援の推進

•安定的な燃料調達
→調達先の分散化、調達方法の多様化

•収益機会の拡大
→販売手法・チャネルの多様化、販売エリア拡大
→複数市場の活用による収益最大化

•新たなサービス・事業の創出
→太陽光PPA、分散型エネルギー事業の推進

•政策・制度の見直しによる規制強化
→国の審議会における議論状況の把握、政策当局との
対話　等

•規制強化による火力発電の運転制約、発電コスト増大　等
→気候変動シナリオに基づくリスクと機会の分析と対応

•供給設備の高経年化や大規模自然災害による設備の
損傷・操業トラブルの発生　等
→右記参照

•法令違反等に伴う社会的信用の低下　等
→役職員へのコンプライアンス意識の浸透と内部統制
体制の強化

•訴訟や法令変更等による長期停止に伴う代替火力燃料
費の増加、追加対策に伴う設備投資等の増加
→右記の「伊方発電所の安全性向上、安定運転の継続
等」を参照

•原子燃料サイクル等に係る国の制度見直し　等
→国の審議会における議論状況の把握、政策当局との
対話　等

•燃料価格や為替相場の著しい変動
→右記の「安定的な燃料調達」を参照

•市場競争による小売販売電力量・単価の下落、FIT電
気の増加に伴う卸販売単価の下落
→右記の「収益機会の拡大」を参照

•人口減少や省エネ・蓄電池等の普及による系統電力
需要の減少　等
→右記の「新たなサービス・事業の創出」を参照

•個別事業における市場環境の変化やカントリーリスク
の顕在化
→事業運営において想定されるリスクの把握・管理

•分散型電源の普及、技術革新の進展に伴うエネルギー
事業の構造変化　等
→右記の「エネルギー事業での新たなニーズの高まり」
を参照

P.65参照

P.35参照

• 伊方発電所の安全性向上､安定運転の継続　等
→重大事故等に備えた安全対策の実施
→情報公開の徹底、立地地域の皆さまとの対話活動に
よる社会とのコミュニケーション

•市場環境の変化・機会を捉えた対応
▪デジタル化・DXの潮流
→情報通信事業の拡大
▪世界的なエネルギー需要の高まり
→国際事業の拡大

•エネルギー事業での新たなニーズの高まり
→DX、分散型エネルギー事業への取り組み

P.36参照

P.42参照

P.43参照

• 供給設備の適切な点検・保全・レジリエンス強化
→火力・水力の安定運転、送配電設備の最適化、
災害発生に備えたハード・ソフト面の対応等

•ガバナンスの強化、透明性向上ニーズの高まり
→コーポレートガバナンスの充実・強化

P.49－52参照

P.45など参照

P.26、67など参照

P38、45など参照

P.32、55参照

P.37－38参照

P.63－64参照

P.33－34参照

［→は当社の対応］

リスク管理のPDCA

【経営レベル（Plan）】

経営層で議論し、
経営計画に反映

【各部門等（Action）】

リスク・機会の
評価・優先づけ

【各部門等（Check）】

リスク・機会の
認識

【各部門等（Do）】
業務の執行
リスク・機会の
モニタリング

リスクと機会への対応

P.37－38参照

株式の保有状況（2022年度末） （億円）

B/S
計上額銘柄数

銘柄数 B/S計上額

上場株式 2 7

68 284※

▲6

1

▲26

▲4非上場株式

前年度差

※ 原子力関係として上場株式1銘柄3億円、非上場株式9銘柄265億円、合計10銘柄
269億円を保有しており、そのうち256億円は日本原燃株式会社の株式である。同
社事業は、核燃料サイクルで重要な役割を担っており、原子力発電所の安定運転に必
要なことから出資している。

P33、P34、P39参照
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コーポレートガバナンスの充実・強化
サステナビリティを高める事業経営

四国電力コンプライアンスガイドライン
https://www.yonden.co.jp/corporate/compliance/guideline/index.html

個人情報保護に関する基本方針
https://www.yonden.co.jp/corporate/privacy/index.html

よんでんIR基本方針
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/policy/irpolicy.html

IR情報・株式情報
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/index.html

WWWWWW

※ 2023年5月にアナリスト・機関投資家の皆さまを対象に開催した
　 会社説明会（Web参加も併用）

　当社では、毎年、全従業員を対象に、業務上の様々なコン
プライアンス事案を想定したｅ-ラーニング研修を実施して
おり、2022年度の受講率は100%となっています。
　また、現場事業所の担当者を対象に、実際に起こったコン
プライアンス違反事例の共有や、業務に関係する法令・社
内規程の周知を実施する研修を定期的に実施しています。
さらに、階層別研修の機会を活用したコンプライアンス研
修なども実施しています。
　さらに、四国電力送配電が管理するお客さま情報の目的
外利用事案の発生を受け、改めて営業部門を中心に幅広
く、行為規制に関する研修を実施することとしています。
　こうした取り組みを通じて、従業員へのコンプライアンス
意識の浸透・定着を図ってまいります。

　個人情報保護については、個人情報保護推進委員会で
全社的な取り組みを推進しています。また、「個人情報保護
に関する基本方針」に基づき、個人情報の利用目的等を公
表するとともに、社内規程の整備や従業員への教育・啓発
などを行うことで、お客さま情報をはじめとする個人情報
の適正な管理の徹底を図っています。

継続的なコンプライアンス教育の実施 個人情報の保護

　当社グループは、エネルギー分野をはじめ、情報通信・
エレクトロニクス、建設エンジニアリング、農業などで特許
等の知的財産権を保有・活用しています。また、事業活動
で第三者の知的財産権を侵害することがないよう、グルー
プ会社を含む知財担当者を中心に、特許等に関する法制
度や侵害事例等の講習を実施しています。

知的財産権の保護

コンプライアンスの推進

当社グループでは、個人情報を含む大量の情報がコン
ピューター処理されており、万一、情報流出・改ざん・シス
テム停止などがあるとお客さまに多大な影響を及ぼすこと
から、「よんでんグループ情報システムセキュリティ指針」
を制定し、セキュリティ確保のための情報管理対策を実施
しています。

　当社では、法令遵守や社会規範の尊重をはじめ、ステークホルダーとの健全な関係の構築・維持など、役員および従業員
が遵守すべき具体的事項を定めた「四国電力コンプライアンスガイドライン」を制定し、周知・徹底を図っています。
　また、グループ各社のコンプライアンス推進委員会を束ねた、「よんでんグループコンプライアンス推進協議会」を設置し、
グループ全体でコンプライアンスの徹底に取り組んでいます。

また、高度化・複雑化するサイバー攻撃に対応するため、
情報システム部担当役員を責任者とする管理体制を整備
しています。また、日常的にセキュリティに関する情報収集
と諸対応を行うSIRT（セキュリティインシデント対策組織）
を設置しており、万一、セキュリティ事故が発生した場合は、
SIRTを中心に迅速に状況を把握し、早期に復旧を図ること
としています。
このほか、電力ISAC (電力事業者間でサイバー攻撃や
対策に関する情報共有・分析を行う組織)の活動などを通
じて最新の情報や技術を取り入れ、セキュリティレベルのさ
らなる向上に努めています。
こうしたセキュリティ対策の推進により、2022年度の重
大なセキュリティ事故の発生件数はゼロとなっています。

セキュリティ対策の推進

「よんでんIR基本方針」に基づき、株主・投資家の皆さま
と経営層やIR担当による継続的なコミュニケーションに力
を入れており、Webミーティングも活用しながら、会社説
明会や個別ミーティングを随時実施しています。
こうした対話を通じて、当社の経営方針や事業運営をご
説明するとともに、ディスカッションを通じていただいたご
意見・ご要望を経営層で共有し、事業経営に活用していく
ことで、持続的な価値創造につなげています。

株主・投資家との建設的なコミュニケーション

ステークホルダーの皆さまに、事業運営に係る経営目標
や財務情報をタイムリーに提供しているほか、気候関連財
務情報開示タスクフォース（TCFD）や環境関連データなど
ESGに関する非財務情報を適宜、公表しています。
また、有価証券上場規程に基づく「会社情報適時開示要
領」を制定し、開示対象事項が発生した場合には、迅速に適
時開示を行っています。

迅速・適切な情報開示

情報セキュリティの確保 ＩＲ活動の充実

　法令や企業倫理に反する行為について、社内外から相談
を受け付ける窓口として、総務部および社外の弁護士事務
所に、「コンプライアンス相談窓口」を設置しています。
　また、取締役が直接関与する法令違反や企業倫理に反
する行為等の通報を受け付ける社内窓口を監査等委員会
に設置しています。
　いずれの窓口においても、必要に応じて調査を行い、適
切に対処しています。

物理的対策
• データセンターの入退管理などの防犯・防災対策
　の実施
技術的対策
•コンピューターウイルス対策、データの暗号化、不
　正アクセスの監視・遮断
組織的・人的対策
•「情報システムセキュリティ管理基準」などのルール
　制定
•セキュリティ確保の重要性やパソコン利用に関する
　従業員教育

情報管理対策

報告

〈コンプライアンス相談窓口への相談件数〉

相談者
相談窓口

（公益通報受付窓口）

コンプライアンス
推進委員会

・当社またはグループに
おける法令違反行為・
企業倫理に反する行為

総務部
法務グループ

法律事務所※
郵送

専用イントラネット・インターネット

電話・ファックス・郵送

・ 相談内容の事実確認
・ 必要があれば是正措置
や再発防止策を講じる

など

・ 当社の役員・
従業員
・ 当社グループの
役員・従業員
・ 社外の方

コンプライアンスの相談窓口

※ 松本法律事務所
高松市寿町1丁目2番5号 井門高松ビル5階（原則、文書の郵送に限定）

年度 2018

相談件数※ 9

2019

6

2020

2

2021

4

2022

6

※ 2020年度以降は、当社・四国電力送配電㈱の2社合計

〈当社「コンプライアンス相談窓口」の概要〉

P.26参照
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コーポレートガバナンスの充実・強化
サステナビリティを高める事業経営

四国電力コンプライアンスガイドライン
https://www.yonden.co.jp/corporate/compliance/guideline/index.html

個人情報保護に関する基本方針
https://www.yonden.co.jp/corporate/privacy/index.html

よんでんIR基本方針
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/policy/irpolicy.html

IR情報・株式情報
https://www.yonden.co.jp/corporate/ir/index.html

WWWWWW

※ 2023年5月にアナリスト・機関投資家の皆さまを対象に開催した
会社説明会（Web参加も併用）

当社では、毎年、全従業員を対象に、業務上の様々なコン
プライアンス事案を想定したｅ-ラーニング研修を実施して
おり、2022年度の受講率は100%となっています。
また、現場事業所の担当者を対象に、実際に起こったコン
プライアンス違反事例の共有や、業務に関係する法令・社
内規程の周知を実施する研修を定期的に実施しています。
さらに、階層別研修の機会を活用したコンプライアンス研
修なども実施しています。
さらに、四国電力送配電が管理するお客さま情報の目的
外利用事案の発生を受け、改めて営業部門を中心に幅広
く、行為規制に関する研修を実施することとしています。
こうした取り組みを通じて、従業員へのコンプライアンス
意識の浸透・定着を図ってまいります。

個人情報保護については、個人情報保護推進委員会で
全社的な取り組みを推進しています。また、「個人情報保護
に関する基本方針」に基づき、個人情報の利用目的等を公
表するとともに、社内規程の整備や従業員への教育・啓発
などを行うことで、お客さま情報をはじめとする個人情報
の適正な管理の徹底を図っています。

継続的なコンプライアンス教育の実施 個人情報の保護

　当社グループは、エネルギー分野をはじめ、情報通信・
エレクトロニクス、建設エンジニアリング、農業などで特許
等の知的財産権を保有・活用しています。また、事業活動
で第三者の知的財産権を侵害することがないよう、グルー
プ会社を含む知財担当者を中心に、特許等に関する法制
度や侵害事例等の講習を実施しています。

知的財産権の保護

コンプライアンスの推進

　当社グループでは、個人情報を含む大量の情報がコン
ピューター処理されており、万一、情報流出・改ざん・シス
テム停止などがあるとお客さまに多大な影響を及ぼすこと
から、「よんでんグループ情報システムセキュリティ指針」
を制定し、セキュリティ確保のための情報管理対策を実施
しています。   

当社では、法令遵守や社会規範の尊重をはじめ、ステークホルダーとの健全な関係の構築・維持など、役員および従業員
が遵守すべき具体的事項を定めた「四国電力コンプライアンスガイドライン」を制定し、周知・徹底を図っています。
また、グループ各社のコンプライアンス推進委員会を束ねた、「よんでんグループコンプライアンス推進協議会」を設置し、
グループ全体でコンプライアンスの徹底に取り組んでいます。

　また、高度化・複雑化するサイバー攻撃に対応するため、
情報システム部担当役員を責任者とする管理体制を整備
しています。また、日常的にセキュリティに関する情報収集
と諸対応を行うSIRT（セキュリティインシデント対策組織）
を設置しており、万一、セキュリティ事故が発生した場合は、
SIRTを中心に迅速に状況を把握し、早期に復旧を図ること
としています。
　このほか、電力ISAC (電力事業者間でサイバー攻撃や
対策に関する情報共有・分析を行う組織)の活動などを通
じて最新の情報や技術を取り入れ、セキュリティレベルのさ
らなる向上に努めています。
　こうしたセキュリティ対策の推進により、2022年度の重
大なセキュリティ事故の発生件数はゼロとなっています。

セキュリティ対策の推進

　「よんでんIR基本方針」に基づき、株主・投資家の皆さま
と経営層やIR担当による継続的なコミュニケーションに力
を入れており、Webミーティングも活用しながら、会社説
明会や個別ミーティングを随時実施しています。
　こうした対話を通じて、当社の経営方針や事業運営をご
説明するとともに、ディスカッションを通じていただいたご
意見・ご要望を経営層で共有し、事業経営に活用していく
ことで、持続的な価値創造につなげています。

株主・投資家との建設的なコミュニケーション

　ステークホルダーの皆さまに、事業運営に係る経営目標
や財務情報をタイムリーに提供しているほか、気候関連財
務情報開示タスクフォース（TCFD）や環境関連データなど
ESGに関する非財務情報を適宜、公表しています。
　また、有価証券上場規程に基づく「会社情報適時開示要
領」を制定し、開示対象事項が発生した場合には、迅速に適
時開示を行っています。

迅速・適切な情報開示

情報セキュリティの確保 ＩＲ活動の充実

法令や企業倫理に反する行為について、社内外から相談
を受け付ける窓口として、総務部および社外の弁護士事務
所に、「コンプライアンス相談窓口」を設置しています。
また、取締役が直接関与する法令違反や企業倫理に反
する行為等の通報を受け付ける社内窓口を監査等委員会
に設置しています。
いずれの窓口においても、必要に応じて調査を行い、適
切に対処しています。

物理的対策
• データセンターの入退管理などの防犯・防災対策
の実施

技術的対策
•コンピューターウイルス対策、データの暗号化、不
正アクセスの監視・遮断
組織的・人的対策
•「情報システムセキュリティ管理基準」などのルール
　制定
•セキュリティ確保の重要性やパソコン利用に関する
従業員教育

情報管理対策

報告

〈コンプライアンス相談窓口への相談件数〉

相談者
相談窓口

（公益通報受付窓口）

コンプライアンス
推進委員会

・当社またはグループに
おける法令違反行為・
　企業倫理に反する行為

総務部
法務グループ

法律事務所※
郵送

専用イントラネット・インターネット

電話・ファックス・郵送

・ 相談内容の事実確認
・ 必要があれば是正措置
や再発防止策を講じる

など

・ 当社の役員・
従業員
・ 当社グループの
役員・従業員
・ 社外の方

コンプライアンスの相談窓口

※ 松本法律事務所
　 高松市寿町1丁目2番5号 井門高松ビル5階（原則、文書の郵送に限定）

年度 2018

相談件数※ 9

2019

6

2020

2

2021

4

2022

6

※ 2020年度以降は、当社・四国電力送配電㈱の2社合計

〈当社「コンプライアンス相談窓口」の概要〉

P.26参照
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取締役人数
１４名

5名9名

社内
64.3％

社外
35.7％

取締役 取締役 監査等委員

コーポレートガバナンスの充実・強化
サステナビリティを高める事業経営

（2023年6月末日時点）

は社外取締役

独立役員（東証が定める独立役員として届出）

人事検討委員会
報酬検討委員会

取締役一覧

報 酬

人 事

独 立

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

氏　名 2022年度
出席回数

主な専門性・経験等/特に期待する分野
重要な兼職の状況

川原 央
取締役
監査等委員
監査等委員会委員長

取締役会
11回/11回
監査等委員会
18回/18回

取締役会
11回/11回
監査等委員会
18回/18回

取締役会
11回/11回
監査等委員会
18回/18回

取締役会
11回/11回
監査等委員会
18回/18回

当社では、取締役会が全体として備えるべきスキル項目として、
・取締役会に一般的に求められる項目
・中期的な経営方針を踏まえて必要と考える項目
を選定し、人事検討委員会の審議を経て、取締役会で決定しています。

取締役会
11回/11回
監査等委員会
18回/18回

取締役会
10回/11回
監査等委員会
16回/18回

人 事

香川 亮平
取締役
監査等委員

髙畑 富士子
取締役
監査等委員

大塚 岩男
取締役
監査等委員

西山 彰一
取締役
監査等委員

泉谷 八千代
取締役
監査等委員

経 財 法 技 マ 際 環

四国電力送配電㈱　監査役
㈱STNet　監査役
四電エンジニアリング㈱  監査役
㈱四電工　取締役監査等委員

㈱百十四銀行　
取締役副頭取兼CCO

㈱ときわ　取締役社長

㈱いよぎんホールディングス
取締役会長
㈱伊予銀行　取締役会長
四国旅客鉄道㈱　監査役

宇治電化学工業㈱　取締役会長
高知商工会議所　会頭　

（参考：過去の主な経歴）
日本放送協会
人事局ワーク・ライフ・バランス
推進事務局長
同　アナウンス室長
㈱エヌエイチケイ文化センター
取締役社長
（現在はいずれも退任）

人 事 報酬（委員長）独 立

スキルマトリックス（主な専門性・経験等/特に期待する分野）の選定について

●

●

●

● ●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

経 企業経営・企業戦略

マ 広報・マーケティング

財 財務・会計

際 国際事業・事業開発

法 法務・リスクマネジメント

環 環境・社会技 技術・研究開発

報 酬人 事独 立

報 酬人 事独 立

報 酬人 事独 立

報 酬人事（委員長）独 立

※ 連結決算対象会社の兼職等を記載

氏　名 2022年度
出席回数

主な専門性・経験等/特に期待する分野
重要な兼職の状況

佐伯 勇人
取締役会長

取締役会
11回/11回

取締役会
11回/11回

取締役会
11回/11回

取締役会
9回/9回

取締役会
11回/11回

取締役会
9回/9回

人 事

長井 啓介
取締役社長
社長執行役員

白井 久司
取締役 副社長執行役員
事業開発室長、
経理部・資材部・
情報システム部担当

川西 德幸
取締役 副社長執行役員
原子力本部長、
土木建築部担当

宮本 喜弘
取締役 常務執行役員
総合企画室長、
再生可能エネルギー部・
広報部担当

宮崎 誠司
取締役 常務執行役員
営業推進本部長、
東京支社担当

太田 正宏
取締役
常務執行役員
火力本部長

杉ノ内 謙三
取締役 常務執行役員
総務部・立地環境部・
人事労務部・総合研修所・
総合健康開発センター担当

人 事

新 任

新 任

報 酬

経 財 法 技 マ 際 環

四国経済連合会　会長

四国生産性本部　会長

━

━

㈱STNet　 取締役

四国計測工業㈱　取締役

坂出LNG㈱　取締役

四電エンジニアリング㈱  取締役
四電ビジネス㈱　取締役
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取締役人数
１４名

5名9名

社内
64.3％

社外
35.7％

取締役 取締役 監査等委員

コーポレートガバナンスの充実・強化
サステナビリティを高める事業経営

（2023年6月末日時点）

は社外取締役

独立役員（東証が定める独立役員として届出）

人事検討委員会
報酬検討委員会

取締役一覧

報 酬

人 事

独 立

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

氏　名 2022年度
出席回数

主な専門性・経験等/特に期待する分野
重要な兼職の状況

川原 央
取締役
監査等委員
監査等委員会委員長

取締役会
11回/11回
監査等委員会
18回/18回

取締役会
11回/11回
監査等委員会
18回/18回

取締役会
11回/11回
監査等委員会
18回/18回

取締役会
11回/11回
監査等委員会
18回/18回

当社では、取締役会が全体として備えるべきスキル項目として、
・取締役会に一般的に求められる項目
・中期的な経営方針を踏まえて必要と考える項目
を選定し、人事検討委員会の審議を経て、取締役会で決定しています。

取締役会
11回/11回
監査等委員会
18回/18回

取締役会
10回/11回
監査等委員会
16回/18回

香川 亮平
取締役
監査等委員

髙畑 富士子
取締役
監査等委員

大塚 岩男
取締役
監査等委員

西山 彰一
取締役
監査等委員

泉谷 八千代
取締役
監査等委員

経 財 法 技 マ 際 環

四国電力送配電㈱　監査役
㈱STNet　監査役
四電エンジニアリング㈱  監査役
㈱四電工　取締役監査等委員

㈱百十四銀行　
取締役副頭取兼CCO

㈱ときわ　取締役社長

㈱いよぎんホールディングス
取締役会長
㈱伊予銀行　取締役会長
四国旅客鉄道㈱　監査役

宇治電化学工業㈱　取締役会長
高知商工会議所　会頭　

（参考：過去の主な経歴）
日本放送協会
人事局ワーク・ライフ・バランス
推進事務局長
同　アナウンス室長
㈱エヌエイチケイ文化センター
取締役社長
（現在はいずれも退任）　

人 事 報酬（委員長）独 立

スキルマトリックス（主な専門性・経験等/特に期待する分野）の選定について

●

●

●

● ●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

経 企業経営・企業戦略

マ 広報・マーケティング

財 財務・会計

際 国際事業・事業開発

法 法務・リスクマネジメント

環 環境・社会技 技術・研究開発

報 酬人 事独 立

報 酬人 事独 立

報 酬人 事独 立

報 酬人事（委員長）独 立

※ 連結決算対象会社の兼職等を記載

氏　名 2022年度
出席回数

主な専門性・経験等/特に期待する分野
重要な兼職の状況

佐伯 勇人
取締役会長

取締役会
11回/11回

取締役会
11回/11回

取締役会
11回/11回

取締役会
9回/9回

取締役会
11回/11回

取締役会
9回/9回

人 事

長井 啓介
取締役社長
社長執行役員

白井 久司
取締役 副社長執行役員
事業開発室長、
経理部・資材部・
情報システム部担当

川西 德幸
取締役 副社長執行役員
原子力本部長、
土木建築部担当

宮本 喜弘
取締役 常務執行役員
総合企画室長、
再生可能エネルギー部・
広報部担当

宮崎 誠司
取締役 常務執行役員
営業推進本部長、
東京支社担当

太田 正宏
取締役
常務執行役員
火力本部長

杉ノ内 謙三
取締役 常務執行役員
総務部・立地環境部・
人事労務部・総合研修所・
総合健康開発センター担当

人 事

新 任

新 任

報 酬

経 財 法 技 マ 際 環

四国経済連合会　会長

四国生産性本部　会長

━

━

㈱STNet　 取締役

四国計測工業㈱　取締役

坂出LNG㈱　取締役

四電エンジニアリング㈱  取締役
四電ビジネス㈱　取締役
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